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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 51,250 56,289 55,178 54,304 57,262

経常利益（百万円） 5,109 6,704 5,175 5,715 6,006

当期純利益（百万円） 2,488 3,499 3,011 2,802 2,672

包括利益（百万円） － － － － 1,889

純資産額（百万円） 44,182 45,868 42,379 45,058 45,291

総資産額（百万円） 51,620 54,218 49,078 54,182 53,328

１株当たり純資産額（円） 1,727.551,779.671,661.941,774.641,785.56

１株当たり当期純利益（円） 104.28 147.13 126.60 119.40 114.30

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 79.6 78.1 80.5 76.6 78.3

自己資本利益率（％） 6.1 8.4 7.4 6.9 6.4

株価収益率（倍） 28.3 20.4 12.9 21.4 17.8

営業活動による

キャッシュ・フロー

（百万円）

3,411 7,614 3,458 7,766 4,063

投資活動による

キャッシュ・フロー

（百万円）

△1,120 △5,040 △1,204 △5,111 △1,408

財務活動による

キャッシュ・フロー

（百万円）

△2,554 △1,659 △2,045 △2,291 △1,661

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
8,783 9,791 9,235 9,742 10,550

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

2,039

(1,705)

2,195

(1,781)

2,280

(1,771)

2,269

(1,793)

2,232

(1,921)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第94期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、第

90期から第93期につきましても百万円単位に組替えて表示しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高（百万円） 36,498 38,859 37,316 38,121 39,196

経常利益（百万円） 3,372 4,421 3,670 4,288 4,555

当期純利益（百万円） 2,086 2,720 2,189 2,369 2,242

資本金（百万円） 11,394 11,394 11,394 11,394 11,394

発行済株式総数（千株） 24,134 24,134 24,134 24,134 24,134

純資産額（百万円） 39,591 40,351 39,612 40,267 40,817

総資産額（百万円） 45,301 47,135 44,870 47,537 47,146

１株当たり純資産額（円） 1,664.281,696.311,665.331,722.211,745.78

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

60.0

(30.0)

80.0

(30.0)

60.0

(40.0)

60.0

(30.0)

60.0

(30.0)

１株当たり当期純利益

（円）
87.45 114.38 92.02 100.96 95.92

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 87.4 85.6 88.3 84.7 86.6

自己資本利益率（％） 5.3 6.8 5.5 5.9 5.5

株価収益率（倍） 33.7 26.2 17.7 25.3 21.2

配当性向（％） 68.6 69.9 65.2 59.4 62.6

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

501

(317)

517

(327)

516

(331)

534

(353)

547

(347)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第91期の１株当たり配当額80円には、創立80周年記念配当20円を含んでおります。

４．第94期より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比較を容易にするため、第

90期から第93期につきましても百万円単位に組替えて表示しております。
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２【沿革】
年月 概要

昭和２年12月 香水、化粧品、石鹸の製造販売を目的として、大阪市東区（現　中央区）安土町に金鶴香水株式会社

を設立

昭和８年４月 男性化粧品、丹頂チックを発売

昭和13年６月 本社および工場を大阪市東区（現　中央区）十二軒町に移転

昭和24年８月 株式会社巴屋化粧品製造所を吸収合併

昭和33年４月 フィリピンマニラ市にて海外事業の第一歩となる技術提携会社TANCHO CORPORATIONが稼動

昭和34年４月 商号を金鶴香水株式会社から丹頂株式会社に変更

昭和44年11月インドネシアジャカルタ市に合弁による現地法人P.T. TANCHO INDONESIAを設立（現・連結子会

社　PT MANDOM INDONESIA Tbk）

昭和45年７月 チャールスブロンソンをブランドキャラクターとするマンダムラインを発売

昭和46年４月 商号を株式会社マンダムに変更し、また国際部を分離して新たに丹頂株式会社を設立

昭和47年10月フランスドクタ・ルノー社との提携によるエステティック専門化粧品会社日本ドクタ・ルノー化

粧品株式会社（平成元年８月18日株式会社ピアセラボに商号変更）を設立（現・連結子会社）

昭和51年３月 兵庫県神崎郡福崎町に福崎工場を開設

昭和52年５月 本社を大阪市東区（現　中央区）京橋に移転

昭和52年10月旧本社跡地に中央研究所を開設

昭和53年７月 高級男性化粧品ギャツビーブランドを発売

昭和57年４月 第１次中期５ヵ年経営計画がスタート

昭和57年７月 美容院を中心とする業務用ヘアケアシステムのパリアッチブランドを発売

昭和59年２月 新整髪料スタイリングフォーム等５品目を発売

昭和59年７月 女性化粧品分野に進出するためピュセルブランドを発売

昭和60年２月 訪問販売による女性化粧品市場参入を目的として株式会社ミックを設立

（平成17年３月28日　株式会社BHL社へ譲渡）

昭和62年４月 丹頂株式会社を吸収合併

昭和62年４月 第２次中期３ヵ年経営計画がスタート

昭和63年２月 シンガポールにて合弁会社をスタート（現・連結子会社　MANDOM CORPORATION (SINGAPORE) 

PTE LTD）

昭和63年11月東京・大阪両店頭市場へ株式公開

平成元年３月 主力フォーム商品20品が(財)日本環境協会よりエコマーク商品第１号に認定

平成元年12月 台湾にて合弁会社をスタート（現・連結子会社　MANDOM TAIWAN CORPORATION）

平成２年４月 第３次中期３ヵ年経営計画がスタート

平成２年10月 子会社である株式会社ピアセラボへ、「パリアッチ」の営業を譲渡

平成４年２月 フィリピンにて合弁会社をスタート（現・連結子会社　MANDOM PHILIPPINES CORPORATION）

平成４年９月 新流通に合致した販売マーケティング会社を目的として株式会社エムザを設立

（平成17年２月１日　当社に吸収合併）

平成５年２月 本社を大阪市中央区十二軒町に移転

平成５年４月 第４次中期３ヵ年経営計画がスタート

平成５年９月 P.T. TANCHO INDONESIAジャカルタ証券取引所へ上場

 （平成９年７月16日　PT TANCHO INDONESIA Tbkに商号変更）

 （平成13年１月１日　PT MANDOM INDONESIA Tbkに商号変更）

平成５年10月 エステティック化粧品の販売を目的とし、株式会社ギノージャパンを設立

（平成22年10月１日　ワミレスコスメティックス株式会社へ譲渡）

平成６年６月 大阪市中央区十二軒町に新社屋（マンダム本社ビル）が完成

平成８年４月 第５次中期３ヵ年経営計画がスタート

平成８年４月 当社グループ会社の輸入機能の合理化を主目的として株式会社ビューコスを設立

（平成21年４月１日　株式会社エムビーエスに吸収合併） 
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年月 概要

平成９年１月 マレーシアにて合弁会社をスタート（現・連結子会社　MANDOM（MALAYSIA）SDN.BHD.）

平成10年７月 兵庫県神崎郡福崎町にて物流センターを稼働（平成17年４月１日　日本通運株式会社に物流業務

を委託し閉鎖）

平成10年12月本社、中央研究所、福崎工場および物流センターにおいてＩＳＯ9001の認証登録

平成11年３月 主力ブランド「ギャツビー」が売上100億円を達成

平成11年４月 第６次中期３ヵ年経営計画がスタート

平成11年８月 韓国にて合弁会社をスタート（現・連結子会社　MANDOM KOREA CORPORATION）

平成12年11月福崎工場および物流センターにおいてＩＳＯ14001の認証登録

平成14年１月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成14年４月 第７次中期３ヵ年経営計画がスタート

平成15年３月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成17年４月 第８次中期３ヵ年経営計画がスタート

平成18年11月マンダム本社ビルの隣にマンダムＲ＆Ｄ棟が完成

平成20年４月 第９次中期３ヵ年経営計画がスタート

平成20年７月 中国にてMANDOM CHINA CORPORATIONを設立(現・連結子会社)
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３【事業の内容】

　当社の企業集団等は、当社、子会社12社および関連会社１社（平成23年３月31日現在）で構成され、化粧品の製造販

売を主な内容としております。

　当企業集団各社の事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　なお、次の３区分は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区

分と同一であります。　

日本

化粧品事業 製造・販売 当社１社　

　  　
当社が自社取扱化粧品および連結子会社向けの化粧品を製造し、販売しております。

また、当社は国内連結子会社の取扱化粧品を輸出しております。

　 販売 連結子会社１社

　 　 　 主に当社から仕入れ、㈱ピアセラボが販売しております。

その他事業 　 　 非連結子会社１社　

　 　 　 ㈱エムビーエス：保険代理業および当社の本社ビル管理業務等を行っております。

インドネシア　 　 　

化粧品事業 製造・販売 連結子会社１社　

　 　 　
PT MANDOM INDONESIA Tbkが自社取扱化粧品を製造し、販売しております。

また、当社および海外連結子会社向けの化粧品を製造し、販売しております。

海外その他　 　 　

化粧品事業 製造 連結子会社１社

　  　
ZHONGSHAN CITY RIDA FINE CHEMICAL CO.,LTD.が当社および海外連結子会社向けの化粧品

を製造し、販売しております。 

　 販売 連結子会社７社、持分法適用関連会社１社

　  　

主に当社および海外製造子会社２社から仕入れ、販売しております。

連結子会社：MANDOM PHILIPPINES CORPORATION、MANDOM CORPORATION (SING

APORE) PTE LTD、

MANDOM TAIWAN CORPORATION、MANDOM KOREA CORPORATION、MANDOM (MALAYSIA) SDN.BHD.、

MANDOM CORPORATION (THAILAND) LTD.、

MANDOM CHINA CORPORATION 

持分法適用関連会社：SUNWA MARKETING CO.,LTD.

その他事業  非連結子会社１社

　  　
MANDOM MANAGEMENT CONSULTANTS SDN.BHD.：コンサルタント業務を行っておりましたが、

現在営業を停止しております。
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　以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

㈱ピアセラボ 大阪市中央区 100化粧品の販売 100.0

当社が化粧品の製造・販売、事務所

の賃貸を行っております。兼任役員

４名（うち当社従業員４名）

MANDOM PHILIPPINES 

CORPORATION
フィリピン

百万フィリピ

ンペソ

115

化粧品の販売 100.0
当社の輸出販売先であります。兼任

役員４名（うち当社従業員４名）

MANDOM CORPORATION 

（SINGAPORE）PTE LTD
シンガポール

千シンガポー

ルドル

600

化粧品の販売 100.0
当社の輸出販売先であります。兼任

役員２名（うち当社従業員２名）

MANDOM TAIWAN 

CORPORATION
台湾

百万ニュー台

湾ドル

50

化粧品の販売 100.0
当社の輸出販売先であります。兼任

役員４名（うち当社従業員４名）

MANDOM KOREA 

CORPORATION
韓国

百万韓国ウォン

2,500
化粧品の販売 100.0

当社の輸出販売先であります。兼任

役員４名（うち当社従業員４名）

MANDOM （MALAYSIA）

SDN.BHD.
マレーシア

百万リンギット

10
化粧品の販売 99.0

当社の輸出販売先であります。兼任

役員２名（うち当社従業員２名）

PT MANDOM INDONESIA 

Tbk
インドネシア

百万ルピア

100,533

化粧品の製造

販売
60.8

当社が化粧品原材料の販売、化粧品

の購入を行っております。兼任役員

８名（うち当社従業員６名）

ZHONGSHAN CITY RIDA 

FINE CHEMICAL CO.,LTD.
中国 

千米ドル

6,000
化粧品の製造 66.7

当社が化粧品原材料の販売、化粧品

の購入を行っております。兼任役員

４名（うち当社従業員２名） 

MANDOM CORPORATION 

（THAILAND）LTD. 
タイ

百万タイバーツ

100
化粧品の販売 100.0

当社の輸出販売先であります。兼任

役員４名（うち当社従業員４名）

MANDOM CHINA 

CORPORATION
中国

百万人民元

50
化粧品の販売 100.0

当社の輸出販売先であります。兼任

役員４名（うち当社従業員４名）

（持分法適用関連会社）      

SUNWA MARKETING 

CO.,LTD.
香港

百万香港ドル

12
化粧品の販売 44.0

当社の輸出販売先であります。兼任

役員２名（うち当社従業員２名）

　（注）１．PT MANDOM INDONESIA Tbkは、特定子会社であります。

２．有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。

３．PT MANDOM INDONESIA Tbkについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

主要な損益情報等　①　売上高　　　 14,229百万円

②　経常利益　　　1,636百万円

③　当期純利益　　1,249百万円

④　純資産額　　　8,518百万円

⑤　総資産額　　　9,417百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　当連結会計年度における従業員の状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　 平成23年３月31日現在

セグメントの名称　 従業員数（人）

日本 601   (349)

インドネシア 1,221 (1,565)

海外その他 410     (7)

合計　 2,232 (1,921)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

547(347) 39.1 15.1 6,874,461

　

セグメントの名称　 従業員数（人）

日本 547 (347)

合計　 547 (347)

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社マンダム(E01027)

有価証券報告書

  9/100



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、景気の持ち直しに向けた動きが見られたものの、年間を通して厳しい雇用

環境やデフレ状況が続き、また世界景気の動向や円高の影響等の懸念要因もあり、総じて先行き不透明な状況で推

移しました。当化粧品業界におきましても、依然厳しい収益環境が続いております。一方、当社海外グループの事業

エリアであるアジア経済においては、中国で景気刺激策の効果による内需拡大が続き、他の国や地域でも総じて回

復基調で推移いたしました。

　このような経済状況のもと、当社グループは持続的な成長の実現に向け、コア事業である男性グルーミング分野の

さらなる強化による安定成長、新たな成長領域として女性分野（コスメタリー・コスメティック）の成長路線づく

りおよび海外事業の継続的な拡大に取り組みました。 

　当連結会計年度の連結売上高は、572億62百万円（前期比5.4％増）となり、過去最高売上高を更新しました。これ

は主として、国内においてコア・ブランド「ギャツビー」の売上が拡大したことや、海外においても、インドネシア

子会社（PT MANDOM INDONESIA Tbk）が女性用化粧品を中心に現地通貨建売上高を順調に伸ばしたことに加え、現

地通貨高によりインドネシア子会社を含め海外子会社全体の売上高の円換算額が増加したことによるものであり

ます。

　営業利益は、57億47百万円（同7.1％増）となりました。これは主として、国内外の売上拡大を目指した積極的な

マーケティング費用（販売促進費）の投下等により販売費及び一般管理費が増加したものの、増収に伴う売上総利

益の増加がこれを上回ったことによるものであります。また、営業外損益が87百万円の減少となり、経常利益は60億

６百万円（同5.1％増）となりました。

　特別損益においては、特別利益として37百万円を計上した一方で、特別損失として退職給付制度終了損や東日本大

震災に伴う災害損失引当金繰入額などを含め、２億30百万円を計上したことにより、特別損益は前期に比べ47百万

円の増加となりました。この結果、税金等調整前当期純利益は前期に比べ３億38百万円増加し、58億13百万円（同

6.2％増）となりましたが、当社における過年度法人税等の計上による法人税等の増額により、当期純利益は26億72

百万円（同4.6％減）となりました。 

　以上の結果、当連結会計年度の業績は増収減益となりました。 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　日本における売上高は374億95百万円（同1.1％増）となりました。これは主として、コア・ブランド「ギャツ

ビー」が「フェイス＆ボディ」カテゴリーの牽引により売上を拡大し、女性コスメタリーおよび国内子会社の伸び

悩みをカバーしたことによるものであります。利益面においては、増収による売上総利益の増加がマーケティング

費用（販売促進費）の投下を上回ったことにより、営業利益は36億46百万円（同3.0％増）となりました。

　インドネシアにおける売上高は129億44百万円（同15.6％増）となりました。これは主として、女性化粧品の売上

拡大や、ドバイ等向けの輸出売上の増加に加え、現地通貨高による円換算額が増加したことによるものであります。

利益面においては、積極的なマーケティング費用（販売促進費）の投下があったものの、増収による売上総利益の

増加により、営業利益は13億15百万円（同17.3％増）となりました。

　海外その他における売上高は68億23百万円（同13.0％増）となりました。これは主として、コア・ブランド「ギャ

ツビー」を中心とした、男性化粧品の売上拡大によるものであります。利益面においては、販売費及び一般管理費が

増加したものの、売上総利益の増加がこれを上回り、営業利益は７億85百万円（同11.3％増）となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、法人税等の支出額の増加やたな卸資産

の増加によるキャッシュ・アウトがあったものの、有価証券の取得および償還・売却による収支額の増加や、有形

固定資産の取得による支出額の減少等により、前連結会計年度末に比べ８億７百万円増加し、当連結会計年度末に

は105億50百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ37億２百万円減少し、40億63百万円のキャッ

シュ・インとなりました。これは主として、前期に比べて税金等調整前当期純利益が３億38百万円増加して58億13

百万円のキャッシュ・インであったものの、たな卸資産の増減額が９億86百万円減少して４億76百万円のキャッ

シュ・アウト、過年度法人税等の支払額を含む法人税等の支出額が17億33百万円増加して30億59百万円のキャッ

シュ・アウトになったことによるものであります。なお、減価償却費は前期に比べ２億68百万円増加して23億94百

万円となっております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ37億２百万円増加し、14億８百万円のキャッシュ・アウトとな

りました。これは主として、有形固定資産の取得による支出額が前期に比べ７億67百万円減少して20億94百万円の

キャッシュ・アウト、有価証券の取得および償還・売却による収支額が前期に比べ23億８百万円増加して６億50百

万円のキャッシュ・インになったことによるものであります。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ６億29百万円増加し、16億61百万円のキャッシュ・アウトとな

りました。これは主として、少数株主への配当金の支払額を含めた株主配当金の支払額が前期に比べ２億60百万円

増加して16億51百万円のキャッシュ・アウトとなりましたが、前期において自己株式の取得による支出が８億91百

万円あったことによるものであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 40,199 105.1

インドネシア（百万円） 15,083 118.8

海外その他（百万円） 920 120.3

合計（百万円） 56,203 108.7

　（注）１．金額は、製造業者販売価格で表示しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前年同期比は、前年同期の数値を新たなセグメントに組替えて表示しております。

(2）受注状況

ＯＥＭ等による受注生産を行っておりますが、金額は僅少であります。

(3）商品仕入実績

当連結会計年度における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 2,139 99.7

海外その他（百万円） 293 130.7

合計（百万円） 2,433 102.6

　（注）１．金額は、実際仕入価格で表示しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前年同期比は、前年同期の数値を新たなセグメントに組替えて表示しております。
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(4）販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

前年同期比（％）

日本（百万円） 37,495 101.1

インドネシア（百万円） 12,944 115.6

海外その他（百万円） 6,823 113.0

合計（百万円） 57,262 105.4

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱Ｐａｌｔａｃ 16,304 30.0 17,093 29.9

PT ASIA PARAMITA INDAH8,091 14.9 10,147 17.7

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３【対処すべき課題】

当社グループは、以下を対処すべき課題であると認識しております。

（1）国内男性化粧品事業における市場環境の変化への対応

当社（単体）の男性グルーミング事業は、当期の売上高シェアにおいて６割を超えるコア事業であります。当事

業領域は、競争環境が従来以上に厳しくなり、今後も異業種および海外からの参入を含め、恒常的に市場環境は変

化するものと認識しております。このような認識のもと、さらなるニーズ＆ウォンツの探求、技術に裏付けられた

商品開発および生活者接点の多様化に対応したマーケティング革新に取り組み、ヤング男性市場の強化に加え、ミ

ドル男性市場での拡大をはかってまいります。 

（2）原油高にともなう原価上昇への対応

昨今の産油国の状況を鑑みると、今後も原油価格の高止まりが想定され、原価上昇への影響は避けられないもの

と認識しております。この原価上昇を抑制すべく、一部商品の生産移管を含めた海外生産拠点の活用による生産の

最適化、原材料の現地調達の推進および海外調達先の拡大を進めてまいります。 

（3）グローバル事業のさらなる推進力となる人材の育成強化

アジアを軸とした事業のグローバル化を推進する中で、すでに連結売上高に占める海外比率は３割を超えてい

ます。既存の進出国での事業強化に加え、今後の新規エリアでの展開を視野に入れた取組みを進める上で、グロー

バルに活躍できる人材の育成が重要であると認識しています。コミュニケーション能力に加え、風土・慣習・宗教

などに対する理解力・寛容力を身につけた人材の育成に取り組んでまいります。 

（4）品質保証・環境対策を柱とした社会貢献活動への取り組み強化

企業の社会的責任が高まる中、ＣＳＲへの取組みを経営課題として位置付けております。品質保証・環境対策の

継続的な強化に加え、良き企業市民としてグループ全体で推進すべき社会貢献活動を実践できる体制づくりに取

り組んでまいります。  
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、次のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（１）生活者ニーズへの適合について

　日本を含めたアジアの化粧品市場は、同業他社間での競争に加え新規の参入により競争が激化しております。また

生活者のニーズ・ウオンツの変化、流通チャネルの変化に伴う生活者接点の多様化は進み、当社グループにおいて

も、ブランド価値の維持・向上を目指しながら、新製品の開発・導入・育成・強化や既存品の撤退やモデルチェン

ジの実施、また販売方法も含めたマーケティング改革が必要であると認識し、今後取り組んでまいります。しかしな

がら、不確実な要因による適切な対応の遅れや、特に日本の市場においては、小売店の棚割変更に伴う定番カット商

品や新旧入替えによる旧製品を代理店からの返品として受けており、その受入金額が、経営成績などに影響を及ぼ

す可能性があります。

（２）特定の取引先への依存度について

相手先

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱Ｐａｌｔａｃ 16,304 30.0 17,093 29.9

PT ASIA PARAMITA INDAH8,091 14.9 10,147 17.7

　上表のとおり、平成22年３月期および平成23年３月期において、当社連結売上高に対する依存度が10％を超えてい

る販売先があります。当社およびPT MANDOM INDONESIA Tbkは、上記２社と長期にわたって安定的な取引関係を継続

しております。今後の化粧品等の流通市場においては、国内外共に大手卸売業への寡占化が進むものと考えられて

おります。当社グループの販売に占める特定の代理店への依存度は、さらに上昇する可能性があります。

（３）法的規制について

　当社グループは、医薬部外品および化粧品を製造（一部は輸入）し、販売しており、薬事法をはじめとする法規制

や品質・環境などの基準に適正に対応し、合法的かつ適切にこれらの製品を製造・輸入し販売しております。しか

しながら、重大な法令違反を起こした場合に、生産活動に支障が生じるなど対象事業の継続ができない可能性があ

ります。またこれらの法規制の変更や新たな規制の追加により、当社グループの活動が制限を受けたり、遵守のため

のコストが増加する場合には、経営成績などに影響を及ぼす可能性があります。

（４）為替変動の影響について

　当社グループは、市場として今後も成長が見込まれるアジア地域での事業に注力しており、平成22年３月期および

平成23年３月期における連結売上高の海外売上高比率は、それぞれ32.5％および35.5％となっております。今後も

海外事業のウェイトは更に高くなることを想定しており、短期および中長期的な為替変動が当社の連結業績に影響

を与える可能性、および為替換算による現地法人の業績が円貨業績にストレートに反映しない可能性を有しており

ます。

（５）海外での事業展開について

　当社グループにおいては、経営戦略の成長エンジンとして位置づけているアジア地域での事業の拡大に注力して

おります。事業展開エリアにおいて、自然災害の発生や法的規制・貿易政策および関連税制などにおいて重大な違

反を起こした場合には、当該エリアの生活者の購買意欲の低下や、当社グループの事業活動に制限が生じ、経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社は、下記のとおり物流業務委託に関する契約を締結しております。

契約会社名 相手方の名称 国名
契約
締結日

契約内容 契約期間

株式会社マンダム

（当社）
日本通運㈱ 日本

平成16年

８月31日

物流業務全般を一括して委託

する「サードパーティロジス

ティクス委託基本契約」

平成16年10月１日から

平成31年９月30日まで

（以降１年ごとの自動

更新）

 

６【研究開発活動】

　当社グループでは、「生活者の新しい価値の創造　Something New/Something Different」の開発理念のもと、生活者

ウォンツの先取りおよび独自技術から生活者にお役立ちできる製品開発を目的とし、国内ならびに海外事業分野にお

いて積極的な研究開発活動を展開しております。 

　当連結会計年度におきましても、前連結会計年度から継続して、生活者にとって「何が新しいのか」「何が快適なの

か」という視点から、生活者にお役立ちできる機能性商品の創出に向け「頭髪」・「皮膚」・「体臭」という３つを

重点技術分野とし、以下の項目に重点を置き、マンダムらしい独自の技術・製品開発に注力してまいりました。

　①皮膚科学分野では、スキンケアカテゴリーにおけるより安心・安全な高機能製品開発に向けた刺激受容体を用い

た独自の評価技術の応用による低刺激化技術の強化と製品開発への活用

　②体臭科学分野では、ミドル特有の体臭も視野にいれた体臭発生メカニズム解明等の基盤技術研究強化によるデオ

ドラントカテゴリーにおける次世代グルーミング剤に関する技術開発

　③頭髪科学分野では、スタイリングカテゴリーにおける基幹技術の拡充とヘアケア・ヘアカラーカテゴリーにおけ

る毛髪ダメージに関する評価技術を応用した製品開発

　当社グループにおける研究開発は、基盤研究と開発研究の二つに大別できます。

　基盤研究部門においては、生活者へのお役立ちを目指した新しい価値創造を支える独自技術の開発・新素材の探索

と応用に関し、中長期的な活動を展開しております。特に、当連結会計年度におきましては、皮膚科学分野においての

髭剃り等の外的刺激および皮脂に着目した継続的な男性皮膚生理に関する研究と合わせて、刺激発生メカニズムの解

明と応用、新規美白剤、新規機能性成分等のシーズ探索を中心に女性スキンケア分野の拡大につながる新技術開発を

実施いたしました。頭髪科学分野では毛髪ダメージ、毛髪表面・内部の解析技術の拡充、また体臭科学分野では頭皮臭

を含めた体臭発生メカニズムに関する解析、抑制成分の開発に重点を置いた研究に注力いたしました。

　開発研究では、生活者満足度の高い製品の迅速な開発に取組んでおります。特に、当連結会計年度におきましては、ミ

ドルの男性肌や髪に着目した研究から、独自のアンチエイジングヘアケア・スキンケア理論を構築し、製品の開発に

応用してまいりました。また海外展開も含め低刺激性スキンケア製品の開発、使用性・機能実感の高いスタイリング

剤、ヘアケア製品の技術開発および独自の微生物制御技術の応用による高機能デオドラント剤の開発等に注力いたし

ました。一方で、動物愛護の観点も踏まえ、さらなる安全性確保と機能性追及をはかるため、「マンダム動物実験代替

法国際研究助成金公募」をはじめとする動物実験代替法開発の取組みを継続的に進めており、眼刺激の評価法等をは

じめとし、新たな代替法の導入を積極的に進めております。

　さらに、研究開発活動の推進に際し、国内外の大学等の公的研究機関および企業と共同研究を継続的に展開してお

り、合わせて、随時、最新設備の導入をはかりながら、より一層の研究開発体制の充実・強化に努めております。

　当連結会計年度における研究開発活動と結果の概略は以下のとおりです。なお、当社の研究開発活動については、特

定のセグメントに関連づけられないため、全社一括で記載しております。

（１）国内マンダム化粧品事業

　当連結会計年度において国内化粧品業界は、経済産業省化粧品月報の出荷データによりますと、数量は横ばい、金

額は微増と、市場での競争環境が引き続き厳しい中で、当社の製品開発は以下に重点を置き、新製品の投入に努めま

した。

①　男性化粧品市場

　当社のコア事業である男性化粧品におきましては、主力ブランド「ギャツビー」から頭髪分野にて、水のように

髪にサッとなじみ、ヘアスタイルを簡単にしっかりキメる「クイックムービングローション」シリーズ２品と、

ジェルをもみこむと濃密泡になり、思い通りの髪色に仕上げる「バブルブリーチカラー」シリーズ５品を、ボ

ディケア分野では、男の汗・ニオイ・ほてりを抑え続けるウォータータイプのデオドラント「デオドラントアク

ア」シリーズ６品を発売いたしました。なお、上記以外では「うるおいシェーブ」２品、「薬用ウォーターイン

リップ」１品、「フェイシャルウォッシュ　アイスクーリングジェル」１品、「ディープ毛穴クレンザー」１品な

ども発売しております。また、ミドル男性に向けたブランド「ルシード」では、主力商品であるヘアスタイリング

シリーズを刷新し、浸透性アミノ酸が髪の内部からハリ・コシを与え、しっかり髪型を整える「無香料エイジン

グケアスタイリング」シリーズ10品を発売いたしました。
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②　女性頭髪市場

　女性頭髪分野における主力ブランドである「ルシードエル」は、女性ヘアメイクのナチュラルトレンドに合わ

せた機能特化型商品に注力いたしました。アイロンなどの熱機器で髪を巻いた後、手でほぐして作る自然な巻き

髪に対応した「ヘアキープジェリー」を２品、パサつきを抑えながら自然に髪をまとめる「ヘアミルク」を発

売、拡張が続くアウトバストリートメント市場に向けて、髪内部と表面に働く２種類のヒアルロン酸を配合した

「ヘアトリートメントジェルオイル」、ヘアワックス領域において、うるおいの持続によりまとまりの良いスタ

イルを作る「デザイニングポット　ジューシーメイク」を追加いたしました。また、泡タイプの登場で簡便性への

期待が高まるヘアカラー市場に対しましては、ジェル状なので根元まで簡単に塗布でき、もみこむと濃密な泡に

変わってムラなく綺麗に染まる「泡立つヘアカラー」６色を発売いたしております。

③　女性コスメティック市場

　スキンケア分野においては、「バリアリペア」「クレンジングエクスプレス」の２シリーズに対して新製品の

追加を行い、シリーズ展開強化に注力いたしました。赤ちゃん肌のもちもち感を目指す「バリアリペア」から、２

種類のヒアルロン酸配合のクレンジングクリーム、洗顔フォームの２品、持続性ビタミンＣ配合の薬用美白化粧

水、乳液の２品、柔らか密着シートが好評を得ているシートマスクに超しっとりタイプを追加発売、「クレンジン

グエクスプレス」からは、水クレンジング技術を応用した「クレンジングリキッド」を追加いたしました。今後

も生活者の潜在ウォンツを見極め、既存商品とは明確な差別性を持った新製品の開発を進めてまいります。

　これらの新製品開発活動をはじめ、流通業向けＯＥＭ製品も含め国内マンダムでは、男性81アイテム、女性61ア

イテム、計142アイテムの新製品およびリニューアル品の発売をいたしております。

（２）国内子会社事業

　ヘアサロン流通で事業展開を行う㈱ピアセラボでは、前期に引き続きヘアカラー分野に注力いたしました。

ファッションカラーカテゴリーで「フォーミュレイト」ブランドより、サロンカラーをよりシンプルに楽しく実

感できる「フォーミュレイト　アメルティ」シリーズ79品を新発売、白髪用ヘアカラーカテゴリーでは「フォー

ミュレイト　アドバージュ」16品を追加発売いたしました。また、ヘアケアカテゴリーにおきましても、ヒアルロ

ン酸とＣＭＣ擬似成分配合により、重くならずに潤いを与える「エアリーフェアリー」３品を発売しておりま

す。

（３）海外子会社事業

　海外展開の中核であるPT MANDOM INDONESIA Tbkにおいては、男性主力ブランド「ギャツビー」の強化を継続的

に実施しております。具体的には、好調に推移しているデオドラントシリーズの強化を目的に、「デオドラントパ

フュームスプレー」を発売し、剤型のバリエーション化を促進いたしました。同時に、現地生活者の所得層に合わ

せて、175ml、50mlのサイズバリエーションもラインナップいたしました。「スポルディング」ブランドからは、ス

ポーツ後の身体のニオイに着目した「デオスポーティーコロン」を発売しております。また輸出商品において

は、インドの若者をターゲットとした「ギャツビー　セット＆キープスプレー」の発売をいたしました。また、女

性主力ブランド「ピクシー」では、継続強化として「カラーオブデライト」の全面リニューアル、高級ベースメ

イクとして新シリーズ「アルティメイトメイクアップケーキ」全８品を発売いたしました。中国においては、男

性のスタイリングにおける使い易さや中国の生活者のヘアスタイルに着目し、「ギャツビー　スタイリングスプ

レーミスト」を発売いたしました。女性スキンケアでは、中国女性生活者のウォンツに対応した「バリアモイス

ト」全15品を発売いたしました。ＮＩＥＳに向けては、現地生活者のウォンツに対応した「ギャツビー　フェイス

ケアシリーズ」（洗顔４品、ローション２品）を発売しております。

　以上の結果、当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は、1,850百万円となりました。 

EDINET提出書類

株式会社マンダム(E01027)

有価証券報告書

 15/100



７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

（1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、日本において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されてお

ります。当社経営陣は、連結財務諸表の作成にあたって決算日現在における資産・負債の報告数値および偶発債務

の開示ならびに連結会計年度における収益・費用の報告数値に影響を与える見積りおよび仮定を含めた前提条件

の設定を行わなければなりません。当社グループにおいては、その全てが継続事業であり、当該事業に重要な影響

を及ぼす貸倒引当金、投資、従業員給付、財務活動、偶発事象や訴訟等に関する見積りおよび判断に対して、経営陣

は継続して評価を行っております。

　当社グループの連結財務諸表の作成に際し、重要な影響を与える主たる会計方針は以下のとおりであります。

①　収益の認識

　当社グループの売上高は、原則として、発注書に基づき顧客に対して製品が出荷された時点で売上が計上され

ます。但し、海外への輸出に関しては製品を船積みして船荷証券が発行された時点で売上が計上されます。日本

における輸出以外の取引は、通常、無条件返品取引を行っており、過去実績および新商品発売計画に基づき予算

化を行う一方、過去の返品実績率により返品調整引当金を売上原価に計上しております。ただし、予測せざる返

品の増加により、収益減少の可能性があります。

②　貸倒引当金

　当社グループは、顧客に対する債権額の回収不能および一部投資勘定に対する損失を見積り、貸倒引当金を計

上しております。

③　投資および固定資産の減損

　当社グループは、長期的な取引関係維持等のために、特定の顧客および金融機関に対する少数持分等を所有し

ております。これらの投資に対しては、その時価または発行法人等の純資産額が取得原価に比べ50％以上下落し

た場合に、回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減損処理を行っております。なお、当連結会計

年度における減損金額は12百万円であります。

　また当社グループは、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。なお、当連結会計年度における減損損失は発

生しておりません。

④　従業員給付

　当社グループの従業員給付のうち、賞与費用および債務は、過去実績および業績考課の支給原資配分予測等に

基づく支給見込額により、また退職給付費用および債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づき算出して

おります。前提条件の変動により将来費用および債務は影響を受けますが、退職給付制度の一部を確定拠出年金

制度に移行することにより影響度合いを軽減しております。

（2）当連結会計年度の経営成績の分析

①　概要

　当連結会計年度におけるわが国経済は、景気の持ち直しに向けた動きが見られたものの、年間を通して厳しい

雇用環境やデフレ状況が続き、また世界景気の動向や円高の影響等の懸念要因もあり、総じて先行き不透明な状

況で推移しました。当化粧品業界におきましても、依然厳しい収益環境が続いております。一方、当社海外グルー

プの事業エリアであるアジア経済においては、中国で景気刺激策の効果による内需拡大が続き、他の国や地域で

も総じて回復基調で推移いたしました。

このような環境下において、当連結会計年度の連結売上高は、前期比5.4％増収の572億62百万円、当期純利益は、

同4.6％減益の26億72百万円となりました。

②　売上高および売上原価

　売上高は、前期より29億58百万円増加し、572億62百万円（前期比5.4％増）となり、過去最高売上高を更新しま

した。これは主として、国内においてコア・ブランド「ギャツビー」の売上が拡大したことや、海外においても、

インドネシア子会社（PT MANDOM INDONESIA Tbk）が女性用化粧品を中心に現地通貨建売上高を順調に伸ばし

たことに加え、現地通貨高によりインドネシア子会社含め海外子会社全体の売上高の円換算額が増加したこと

によるものであります。 

　売上原価は、前期より13億14百万円増加し、258億68百万円（同5.4％増）となりました。これは主として、国内

外における売上拡大に伴うものでありますが、当社での増収による粗利益の増加ならびに現地通貨高による海

外子会社の粗利益の円換算額の増加により、この結果、売上総利益は313億94百万円（同5.5％増）となりまし

た。
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③　販売費及び一般管理費、営業利益

　販売費及び一般管理費は、256億47百万円（同5.2％増）となりました。これは主として、国内外の売上拡大を目

指した積極的なマーケティング費用（販売促進費）の投下によるものでありますが、現地通貨高による海外子

会社の粗利益の円換算額の増加がこれを上回ったことにより、営業利益は前期に比べ３億78百万円増加し、

57億47百万円（同7.1％増）となりました。 

④　営業外損益、特別損益、経常利益および税金等調整前当期純利益

　営業外損益においては、主として営業外収益における受取保険金の計上額が大幅に減少したことにより、営業

外損益は前期に比べ87百万円減少しました。また、特別損益においては、特別利益として37百万円を計上した一

方で、特別損失として退職給付制度終了損や東日本大震災に伴う災害損失引当金繰入額などを含め、２億30百万

円を計上しましたが、特別損益は前期に比べ47百万円増加しました。 

　これらの結果、経常利益は前期より２億91百万円増加して60億６百万円（同5.1％増）、税金等調整前当期純利

益も前期より３億38百万円増加し58億13百万円（同6.2％増）となりました。

⑤　法人税等、少数株主損益および当期純利益

　法人税等は、主として当社における過年度法人税等の計上により前期より３億98百万円増加して26億35百万円

（同17.8％増）となりました。

　少数株主損益は、主としてインドネシア子会社の当期純利益の増加を反映した結果、前期より69百万円増加し

５億４百万円となりました。

　この結果、当期純利益は26億72百万円（同4.6％減）となり、当期業績は増収減益となりました。

（3）経営成績に重要な影響を与える要因について

①　収益変動要因

　当社グループを取り巻く事業環境は競争が厳しく、特に日本においてはデフレ脱却の兆しがみえるものの、成

熟市場における競合が引き起こす販売価格の低下および販売費用の増加圧力により、利益率低下要因が内在し

ております。また、主要商品群のライフサイクルが短いことから、新製品の成否が最大の業績変動要因となって

おります。当社においては、常にライフサイクル終了前にリニューアルを実施するとともに、生活者の潜在嗜好

（ウォンツ）をもとに新商品の開発・発売を行っております。それに伴う旧品の返品受入金額が業績に与える

影響も無視できません。

　さらに、当社グループの継続事業にかかるたな卸資産は、主として将来需要および市場動向に基づく見込み生

産でありますので、実需および予測せざる市場動向次第では、滞留在庫の処分が売上原価におけるたな卸資産廃

棄損として業績に影響を与えます。当社グループにおいては、内規等に基づき市場価値が減損した時点で直ちに

廃棄しており、先送りしない方針を徹底しております。

　なお、日本およびインドネシアにおいては、特定取引先への依存度が高く形式的には相手先の信用リスクを内

包しておりますが、両国における大手卸売業への寡占化進展に伴うもので、信用力に関しては寧ろ強化される方

向にあると認識しており、現時点では業績に与える影響はほとんどありません。

②　為替および資源価格変動

　海外事業においては、製造拠点であるインドネシアおよび中国における輸入原材料の調達コストが、為替変動

あるいは原油高騰に伴う石油精製品材料の上昇によって当社グループの競争力に影響を及ぼす可能性がありま

す。また、海外事業を全てアジアで展開していることから、一部地域では政治体制の激変等に伴うイベント・リ

スク（法制度、経済変動）の発生により経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

  

（4）経営戦略の現状と見通し

　当社グループは、中長期の経営戦略の中核を「グループ事業の持続的成長」におき、グループ事業規模の段階的

拡大へ向け計画的な経営資源の投下により収益の持続的な拡大を目指してまいります。その方針のもと、当中期経

営計画では、①コア事業である男性グルーミング事業の持続的な成長、②女性コスメティック事業のアジアグロー

バル展開の開始による事業展開のスピードアップ、③当中期経営計画においても引き続き成長エンジンとして位

置付ける海外事業の継続的な拡大を戦略テーマとし推進してまいります。

①コア事業である男性グルーミング事業の持続的な成長

　コアブランド「ギャツビー」においては、アジアグローバルブランドとして更なる強化に取組みます。国内市場

では、スタイリング剤を初めとして、フェイス＆ボディカテゴリーでのシェアの拡大をはかり、品目拡充および

マーケティング展開強化により「ギャツビー」の更なる成長を目指します。海外市場でも、スタイリングカテゴ

リーを重点商品群と位置付け、ワックス商品による市場での優位性を高めながら更なるシェア拡大に努めてまい

ります。同時に、「ギャツビー」ブランドの認知度向上にあわせフェイス＆ボディカテゴリーの展開強化をはか

り、規模の拡大を目指してまいります。

　また、「ルシード」ブランドにつきましては、エイジングケアをコンセプトとし、すでに発売した「ルシード　ヘ

アフォーム」を始め、今後は段階的にアンチエイジング商品を提案してまいります。
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②女性コスメティック事業のアジアグローバル展開の開始による事業展開のスピードアップ

　国内市場では、女性スキンケアのマーケティング強化により育成拡大を加速させてまいります。また、海外市場で

は、インドネシアでのベースメイク商品の展開強化や前期に中国に導入しましたスキンケア商品のエリアでの深

耕を強化するように、現地の市場に適応した商品導入とマーチャンダイジングを実践し、コスメティック事業の推

進強化をはかってまいります。

③海外事業の継続的な拡大

　海外事業の拡大につきましては、インドネシア、中国を最重点取組みエリアとし、男性スタイリング市場に対する

マーケティング投資などの資源の集中投下による更なる市場深耕を図ることに加え、女性スキンケア商品の育成

強化をはかってまいります。未参入地域の１つであるインドシナ地域におきましては、流通の整備に着手し、新た

な市場展開を着実に進めてまいります。また、生活者接点の多様化への対応として新たなマーケティング展開へ取

組み、海外事業の更なる規模の拡大を目指してまいります。　

 

（5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ37億２百万円減少し、40億63百万円のキャッシュ・インと

なりました。これは主として、前期に比べて税金等調整前当期純利益が３億38百万円増加して58億13百万円の

キャッシュ・インであったものの、たな卸資産の増減額が９億86百万円減少して４億76百万円のキャッシュ・

アウト、過年度法人税等の支払額を含む法人税等の支出額が17億33百万円増加して30億59百万円のキャッシュ

・アウトになったことによるものであります。なお、減価償却費は前期に比べ２億68百万円増加して23億94百万

円となっております。 

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ37億２百万円増加し、14億８百万円のキャッシュ・アウト

となりました。これは主として、有形固定資産の取得による支出額が前期に比べ７億67百万円減少して20億94百

万円のキャッシュ・アウト、有価証券の取得および償還・売却による収支額が前期に比べ23億８百万円増加し

て６億50百万円のキャッシュ・インになったことによるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前期に比べ６億29百万円増加し、16億61百万円のキャッシュ・アウト

となりました。これは主として、少数株主への配当金の支払額を含めた株主配当金の支払額が前期に比べ２億60

百万円増加して16億51百万円のキャッシュ・アウトとなりましたが、前期において自己株式の取得による支出

が８億91百万円あったことによるものであります。 

　以上の結果、現金及び現金同等物は、８億７百万円増加し、105億50百万円となりました。

②　財務方針

　当社グループは、堅固なバランスシートの維持、事業活動のための適切な流動性資産の維持を財務方針として

おります。

　主たる資金需要である運転資金および設備投資につきましては、内部資金によっておりますが、日本における

子会社の資金不足は当社からの貸付けで対応し、在外子会社の短期資金需要は現地法人による現地通貨建短期

借入で調達しております。また、当社における手元資金は事業投資の待機資金であることを前提に流動性・安全

性の確保を最優先に運用しております。

　当社グループは、健全な財務体質、営業活動によるキャッシュ・フロー創出能力により、飛躍的な成長を確保す

るため、現在の手元流動性を超える投資資金需要が発生した場合でも、必要資金を調達することが可能であると

考えております。

（6）経営者の問題意識と今後の方針について

　当社の経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき最適な経営方針を立案すべく努めておりま

す。最上位のテーマとしては、事業成長を持続させることであります。その成長の源泉は海外事業であると認識

しており、今後、さらに需要の拡大が見込まれる東南アジア市場をはじめ他のアジア地域における新たな市場開

拓に取り組むことでさらなる事業成長を実現させる所存であります。なお、女性化粧品事業を今後の新たな成長

領域として位置付け、成長路線づくりを推進してまいります。

　また、資本の効率化推進も常に意識しており、配当による利益還元を資本政策の重要政策として位置付け、自己

株式の取得を機動的に行うことにより、さらなる株主に対する利益還元と自己資本（剰余金）の増加抑制をは

かることにより、資本の効率化に取り組んでまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループでは、「競争力優位を維持する製品」の生産設備投資を基本としております。当連結会計年度の設備

投資の内訳は、次のとおりであります。

 セグメントの名称 当連結会計年度

日本  1,036百万円

インドネシア  616

海外その他  44

合計  1,696

　

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
 平成23年３月31日現在

事業所名
(所在地)

　

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
(人)

セグメント
の名称

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

福崎工場等

(兵庫県神崎郡福崎町)

(注)1、2、3

日本 生産設備 2,495 2,085
164

(71,057)
－ 76 4,821 105

本社

(大阪市中央区)

(注)1、2、3、4

日本
管理・研究開

発・販売業務
3,235 16

426

(3,260)
7 243 3,929 294

 

(2）国内子会社

子会社の設備は、主に提出会社より賃借しているものであり、賃借している設備の金額は、提出会社の本社中に含

まれております。

(3）在外子会社
 平成23年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容
帳簿価額（単位：百万円）

従業員数
(人)

建物及び
構築物

機械装置及
び運搬具

リース
資産

長期前払
費用

その他 合計

PT MANDOM 

INDONESIA 

Tbk

(注)1、2、5

本社／工場

(インドネシア)

インド

ネシア

管理業務

生産設備
959 1,576 － 618 217 3,371 1,221

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」の合計であり、建設仮勘定を含めておりません。なお、

金額には消費税等を含めておりません。

２．従業員数には、嘱託・臨時・契約社員およびパート社員は含めておりません。

３．提出会社の従業員数には国内子会社の従業員を含めております。

４．提出会社の本社には、Ｒ＆Ｄ棟（大阪市中央区）を含めて表示しております。

５．PT MANDOM INDONESIA Tbkの設備のうち「長期前払費用」は、インドネシア国の法律に基づく土地使用権で

あります。 

６．上記の他、主要な賃借している設備として、以下のものがあります。 
 平成23年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容
従業員数
（人）

土地面積
（㎡）

年間賃借及びリース料
（百万円）

提出会社
マンダム東京日本橋ビル
(東京都中央区)
(注)2、3

販売・管理業務
（賃借）

84 321 144
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称　

設備の内容
投資予定総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

資金調達
方法

着手年月
完了予
定年月

完成後の
増加能力

　提出会社
 福崎工場

 (兵庫県神崎郡福崎町)
日本 　製造設備 400 － 自己資金

平成23

年４月

平成24

年３月
－

PT MANDOM

INDONESIA 

Tbk

　本社／工場

　（インドネシア）

インド

ネシア
　製造設備 571 － 自己資金

平成23

年１月

平成23

年12月
－

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 81,969,700

計 81,969,700

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成23年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年６月27日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,134,606 24,134,606
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株 

計 24,134,606 24,134,606 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成15年３月19日 1,650 24,134 1,641 11,394 1,640 11,235

　（注）　一般募集　　　　　1,650千株

発行価格　　2,075円

資本組入額　　995円

 

（６）【所有者別状況】

 平成23年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 42 35 143 123 8 20,610 20,962－

所有株式数

（単元）
1 50,630 1,094 42,984 50,549 45 95,740241,04330,306

所有株式数の

割合（％）
0.00 21.01 0.45 17.83 20.97 0.02 39.72 100.00－

　（注）１．自己株式753,667株は「個人その他」に7,536単元および「単元未満株式の状況」に67株を含めて記載して

　　　　　　おります。

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。 
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（７）【大株主の状況】

 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

公益財団法人西村奨学財団 大阪市中央区十二軒町５番12号 1,800 7.46
　
日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,402 5.81

　
日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,255 5.20

西村　元延 堺市西区 1,005 4.16

マンダム従業員持株会　 大阪市中央区十二軒町５番12号　 759 3.15

株式会社マンダム 大阪市中央区十二軒町５番12号 753 3.12

西村　輝久 堺市西区 751 3.11
　
資産管理サービス信託銀行　

株式会社（証券投資信託口）

　

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランド　トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟

620 2.57

BNP PARIBAS SEC SVC

LONDON/JAS/ABERDEEN

INVESTMENT FUNDS

ICVC/AGENCY LENDING

(常任代理人 香港上海銀行)

55 MOORGATE LONDON EC2R 6PA UK

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）
605 2.51

　
STATE STREET BANK AND

TRUST COMPANY　

 (常任代理人 香港上海銀行)

　
P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

 （東京都中央区日本橋３丁目11番１号）　

587 2.43

計 － 9,541 39.53

　（注）１. 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　1,402千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　1,255千株　

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）　　　　620千株

 　　 　２. アバディーン　アセット　マネージメント　アジア　リミテッドとアバディーン投信投資顧問株式会社の

　　　　　　共同で平成21年８月13日付で大量保有報告書（変更報告書）が関東財務局に提出されており、平成21年８

　　　　　　月７日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当連結会計年度末時点

　　　　　　における実質所有株式数の確認ができておりませんので、上記大株主の状況には含めておりません。　　

氏名又は名称　
　所有株式数

（千株）　

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）　

 アバディーン　アセット　マネージメント　アジア　リミテッド

 アバディーン投信投資顧問株式会社　　

　　　　　　1,292

　　　　　　　157

　　　　　　　　　　　5.36

　　　　　　　　　　　0.65

計           　1,450　　　　　　　　　　　6.01
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 753,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,350,700 233,507 －

単元未満株式 普通株式 30,306 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  24,134,606－ －

総株主の議決権 － 233,507 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含まれておりま

す。

②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社マンダム
大阪市中央区

十二軒町５番12号
753,600 － 753,600 3.12

計 － 753,600 － 753,600 3.12

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。

　 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 257 573,989

当期間における取得自己株式 48 96,735

　（注）当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
－ －  －  －

保有自己株式数 753,667－ 753,715－

　（注）当期間における保有自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの買取りおよび単元未

満株式の売渡請求による売渡株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は株主に対する利益還元を経営の重要政策として位置付け、中長期的な事業拡大、新規事業開拓および企業リス

クのための内部留保に配慮しつつ、配当金による株主還元を優先的に実施することを基本方針としております。当期

における数値目標につきましては、連結ベースでの配当性向40％以上と設定しておりました。引き続き第95期（平成

24年3月期）も、連結ベースでの配当性向40％以上を目標としてまいります。

　当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当事業年度の配当につきましては、１株当たり60円の配当を実施することを決定いたしました。この結果、当事

業年度の連結ベースでの配当性向は52.5％となりました。

　内部留保資金につきましては、既存事業拡大のための設備投資、研究開発投資等企業価値向上のための戦略投資に活

用するとともに、厳しい経営環境下での様々な企業リスクに対応するためのセーフティネットとして位置付けており

ます。また、株主還元策および資本効率の改善策として、自己株式の取得を選択肢として視野に入れ、検討してまいり

ます。

　当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことを可能とする旨

定款に定めておりますが、剰余金の配当等に関する株主総会の決定権が完全に排除されるものではございません。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成22年10月28日

取締役会決議
701 30

平成23年６月24日

定時株主総会決議
701 30

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第90期 第91期 第92期 第93期 第94期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 3,220 3,220 3,030 2,840 2,664

最低（円） 2,595 2,680 1,504 1,632 1,701

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月平成22年11月平成22年12月平成23年１月 平成23年２月 平成23年３月

最高（円） 2,318 2,348 2,237 2,235 2,200 2,212

最低（円） 2,161 2,145 2,152 2,172 2,142 1,701

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長執行役員
内部統制部担当 西村　元延 昭和26年１月９日生

昭和52年４月当社入社

昭和59年６月当社取締役（現任）

昭和62年６月当社常務取締役

平成２年６月 当社代表取締役（現任）

 当社取締役副社長

平成７年６月 当社取締役社長

平成16年６月当社社長執行役員（現任）

平成20年４月

　

当社内部統制推進部(現 内部

統制部)統括・担当（現任）

(注)４ 1,005

代表取締役

副社長執行役

員

　 亀井　浩 昭和17年12月７日生

昭和42年４月当社入社

昭和56年６月当社取締役（現任）

昭和62年６月当社常務取締役

平成７年６月 当社専務取締役

平成８年６月 当社代表取締役（現任）

平成12年６月当社取締役副社長

平成16年６月当社副社長執行役員（現任）

(注)４ 89

取締役

専務執行役員

経営企画室、海

外事業部統括

経営企画室担当

桃田　雅好 昭和26年１月23日生

昭和49年４月当社入社

平成８年６月 当社取締役（現任）

平成15年４月当社Ｒ＆Ｄ統括

平成15年６月当社常務取締役

平成16年６月当社常務執行役員

平成22年４月

　

　　　

当社経営企画室、海外事業部

統括、経営企画室担当（現

任）　 　
平成22年５月ZHONGSHAN CITY RIDA FINE 

CHEMICAL CO.,LTD.（中国）

董事長（現任）

平成22年６月当社専務執行役員（現任）

(注)４ 10

取締役

常務執行役員

リソース管理・

役員秘書室統括

広報IR室、法務

室、役員秘書室

担当

斉藤　嘉昭 昭和26年11月25日生

平成６年８月 当社入社

平成10年６月当社財務管理部長

平成13年６月当社執行役員

平成17年６月当社取締役（現任）

 当社常務執行役員（現任）

 当社リソース管理統括、法務

室担当 (現任)

平成22年６月当社役員秘書室統括・担当

（現任）

平成23年６月当社広報IR室担当（現任）

(注)４ 3
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役

常務執行役員

マーケティング

統括

商品PR室、宣伝

販促部担当　

寺林　隆一 昭和29年６月13日生

昭和54年９月当社入社

平成７年４月 当社商品開発部長

平成９年４月 当社宣伝販促部長

平成14年６月当社執行役員

 平成20年６月当社常務執行役員（現任）

 当社マーケティング統括 (現

任)

平成21年４月

平成22年４月

当社宣伝販促部担当(現任)

当社商品PR室担当(現任)

平成22年６月当社取締役（現任）

(注)４ 15

取締役  塚田　彊 昭和14年６月６日生

昭和38年４月トヨタ自動車工業株式会社

（現 トヨタ自動車株式会

社）入社

昭和63年２月同社部長職

平成５年６月 国際デジタル通信株式会社　

 (現 ソフトバンクテレコム

株式会社)常務取締役

平成12年６月朝日航洋株式会社 取締役社

長

平成16年６月株式会社ワールド・ビジネス

・チャンネル 取締役会長

（現任）

平成18年８月当社顧問

平成19年６月当社社外取締役（現任）

(注)４ 3

取締役  田村　敏和 昭和15年１月30日生

昭和37年４月野村證券株式会社入社

昭和57年11月同社秘書室部長

昭和59年11月同社経理部長

昭和62年12月日本合同ファイナンス株式会

社（現 株式会社ジャフコ） 

取締役企画部長

平成10年６月同社代表取締役専務

平成12年７月学校法人産業能率大学（現 

産業能率大学）常務理事

平成13年12月同大学 副学長 教授

平成14年４月同大学院 経営情報学研究科　

研究科長

平成20年６月株式会社セブン銀行 社外取

締役（現任）

当社社外取締役 (現任) 

(注)４ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役

（常勤） 
 安井　博史 昭和24年５月12日生

昭和47年６月当社入社

平成元年４月 当社京都営業所長

平成５年４月 当社大阪営業所長

平成14年５月当社総務部長

平成21年６月当社常勤監査役（現任）

(注)５ 6

監査役

（常勤） 
 松尾　隆治 昭和25年４月８日生

昭和48年４月当社入社

平成14年４月当社人事部長

平成15年７月

平成22年６月

当社役員秘書室長

当社常勤監査役 (現任)

(注)６ 12

監査役  小寺　一矢 昭和16年12月29日生

昭和46年４月大阪弁護士会登録

昭和48年４月小寺一矢法律事務所開設同事

務所代表 (現任)

平成元年４月 大阪弁護士会副会長

平成11年６月当社社外監査役（現任）

平成13年４月日弁連理事

平成18年４月大阪弁護士会会長

 日弁連副会長

平成19年４月日弁連常務理事

平成20年４月日本司法支援センター大阪地

方事務所長 (現任)

平成20年10月学校法人関西大学 監事 (現

任)

(注)５ 16

監査役  高木　進 昭和18年11月６日生

昭和37年４月野村證券株式会社入社

昭和61年２月㈲野村農業牧畜研究所（ブラ

ジル）出向 取締役副社長

平成３年６月 野村企業情報株式会社出向 

業務部長

平成14年４月野村證券株式会社 企業情報

部副理事

平成15年12月株式会社パルタック（現 株

式会社Ｐａｌｔａｃ） 社外

監査役

平成16年６月当社社外監査役（現任）

(注)７ 1

    計  1,163

　（注）１．当社では、取締役（会）の戦略的な意思決定機能と監督機能を充実強化するとともに、業務執行における機動

性の確保と責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入いたしております。

役付執行役員８名と執行役員８名の合計16名で構成されております。

２．取締役　塚田彊および田村敏和は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３．監査役　小寺一矢および高木進は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

４. 平成23年６月24日開催の定時株主総会終結の時から１年間

５．平成21年６月23日開催の定時株主総会終結の時から４年間

６．平成22年６月24日開催の定時株主総会終結の時から４年間

７．平成20年６月24日開催の定時株主総会終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) 企業統治の体制

①　企業統治の体制の概要

　当社は、監査役会設置会社制度を採用しており、監査役による適法性監査をコーポレート・ガバナンスの基盤

とした上で、社外取締役の招聘、執行役員制度、ビジネスファンクションユニット制度を有機的に結合させるこ

とにより、「意思決定・監督機能」と「業務執行機能」との分離を促進し、取締役会・常務会による取締役間

の相互牽制・監督の強化をはかるとともに、業務執行現場における取締役の監督が有効に機能する体制を整備

しております。また、当社では、任意の機関として、メンバーの半数以上が社外役員により構成される報酬委員

会および指名委員会を設置しております。役員報酬および役員人事については、これらの委員会の答申を経て、

答申内容を尊重した上で決定することとしております。

　なお、当社の企業統治体制の模式図は以下のとおりであります。
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②　企業統治の体制を採用する理由

　当社においては、経営の健全性と効率性を両立させるためには、経営のモニタリング機能を充実させた上で、

業務執行現場の意見を経営の意思決定に十分に反映させる必要があると認識しているため、業務執行のトップ

および一部ビジネスファンクションユニットの統括責任者を務める役付執行役員が取締役を兼任し、これに社

外取締役を加えた形で取締役会を構成しております。

　監査役会設置会社制度を採用した上で、更に任意の委員会を設置し、取締役会において取締役間の相互牽制・

監督および社外取締役による監視・監督を適正に機能させ、これを監査役会が厳格に監査する体制を整備する

ことが、当社のコーポレートガバナンスの強化に資するものと判断しております。　

③　内部統制システムの整備の状況

　内部統制システムについては、上記の企業統治体制の下、取締役会において、業務の適正を確保する体制に関

する基本方針を定めた上で、必要な社内規程の制定・改定、ルールの周知・徹底、各種委員会の設置等を行い、

取締役・使用人がシステムの適正な運用に努め、内部統制部門および監査役会がこれを厳格に監視・監査でき

る体制を整備しております。

　特に、経営の健全性を確保するためのコンプライアンス体制については、「マンダムグループ考働規範」を制

定した上で、考働規範推進委員会を設置し、考働規範の周知・徹底、ヘルプラインシステムの整備・運用による

リスクの回避・極小化に努めております。

　また、財務報告の信頼性および適正性を確保するための体制については、社長執行役員直轄の内部統制部にお

いて、財務報告にかかる内部統制システムの整備・運用状況の検証および内部監査を行うとともに、取締役会

および監査役会への適切な報告を行うことにより、取締役会および監査役会が継続的にこれを監視、評価、改善

できる体制を整備しております。

④　リスク管理体制の整備の状況

リスク管理体制については、「トータルリスクマネジメント推進規程」を制定した上で、社長執行役員を委

員長とするトータルリスクマネジメント委員会を推進母体として、リスク管理体制の統括管理を行っておりま

す。同委員会は、事業継続に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクおよび財務報告の信頼性・適正性を阻害

する可能性のあるリスクの管理を重要課題としてとらえ、マニュアル化を進めることにより、重点的にその回

避・極小化策を講じております。　

(2) 内部監査及び監査役監査の状況

内部監査

　当社は、国内外の関係会社を含めた業務プロセスの適正性および組織運営の効率性、内部統制の有効性、会

計処理の適切性を監査する目的で社長執行役員直轄の内部統制部を設置しております。内部統制部としての

監査活動は、当社各部門および国内外の関係会社の業務監査および法令・内規等の遵守状況を監査するとと

もに監査毎の報告書を社長執行役員に提出し、さらにその内容を取締役会および監査役会に報告することと

しております。会計監査につきましては、財務管理部から提出される月次決算書および四半期・期末決算書

の検証を行っております。また、内部統制部の責任者が常任メンバーとして監査役連絡会（後掲）に出席し、

監査役等との情報交換をはじめ、各部門とも連携し内部統制システムの整備・運用状況の検証を行っており

ます。

監査役監査

　当社の監査役は４名で、２名が社内出身の常勤監査役で２名が社外監査役であります。監査役会は原則とし

て毎月開催しており、当期においては13回開催いたしました。

　監査役としての監査活動は、「監査役会規程」「監査役監査基準」の監査方針に従い、重要会議（取締役

会、経営会議、常務会）に必ず出席して必要に応じて意見表明するとともに、国内主要事業所および海外関係

会社への往査、代表取締役への提言を適宜行っております。会計監査については財務管理部より月次決算資

料の提出を求め監査するとともに、会計監査人からの監査計画報告（年初）および会計監査報告を定期的に

実施しております。

　当社では、「監査役監査の実効性確保に関する規程」を制定し、取締役・使用人の監査役に対する報告義務

・報告方法および監査役監査に対する協力義務を明確化することにより、監査役監査が実効的に行われる体

制を整備しております。また、監査役連絡会（監査役、内部統制部、総務部、法務室、経営企画室、財務管理部が

出席）を毎月実施するとともに、必要に応じて会計監査人、関係会社取締役および内部統制部ならびに各部

門長等と情報交換・ヒアリングを行い効率的監査と実質的有効性を高めるように努めております。
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(3) 社外取締役及び社外監査役

　当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。いずれの社外役員も当社との間において特定の利害

関係はありません。 

　社外取締役塚田彊氏は、株式会社ワールド・ビジネス・チャンネルの取締役会長を兼任しております。なお、

当社と同氏の間には、資本関係、重要な取引関係その他特別な関係はありません。

　社外取締役田村敏和氏は、株式会社セブン銀行の社外取締役を兼任しております。なお、当社と同氏の間には、

資本関係、重要な取引関係その他特別な関係はありません。 

　社外監査役小寺一矢氏は、弁護士であり、小寺一矢法律事務所代表および日本司法支援センター大阪地方事務

所長を兼任しております。なお、当社と同法律事務所および同センターとの間には、資本関係、重要な取引関係

その他特別な関係はありません。

　当社は、当社と特別の利害関係を有しない独立性の高い社外取締役及び社外監査役を選任することにより、当

社の企業統治の強化およびグループ経営全般の質的向上をはかっております。

　社外取締役については、経営戦略やコーポレートガバナンスなど幅広い事項につき、様々な業種での豊富な実

務・経営経験に基づく提言・助言をいただいております。また社外監査役については、監査の方法その他監査

役の職務の執行に関する事項につき、小寺一矢氏は弁護士としての専門知識と経験に基づき、高木進氏は証券

業界における企業実務経験および他社の監査経験に基づき、それぞれ独立的立場から、適切な発言をいただい

ております。

　また、社外取締役および社外監査役は、必要に応じ、内部監査、監査役監査、会計監査の内容について、関連機関

および関連部門に報告を求め、適宜情報交換を行っております。また、監査役連絡会等の場を通じて内部統制部

門と緊密に連携し、適宜必要なヒアリングを行っております。 

 

(4）役員報酬の内容

①　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）固定報酬 変動報酬

取締役

（社外取締役を除く。）
327 242 85 7

監査役

（社外監査役を除く。）
23 23 － 2

社外役員 39 39 － 4

（注）当社は、平成17年６月24日開催の第88回定時株主総会において役員退職慰労金制度の廃止に伴う取締役お

よび監査役に対する退職慰労金の打切り支給を決議しており、上記の役員に対する報酬等の総額のほか、

取締役に対する未払いの退職慰労金562百万円（対象員数は４名で社外取締役は含まれていない）を長期

未払金に計上しておりますとともに、監査役に対する未払いの退職慰労金５百万円（対象員数２名でいず

れも社外監査役）を長期未払金に計上しております。なお、退職慰労金は各役員の退任時に支給する予定

であります。　
　
②　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

１．会社役員の報酬額決定に関する方針 

　当社の取締役報酬は、会社業績および個々の取締役の業績との連動性を高めることにより、取締役の継続的

かつ中長期的な業績向上へのモチベーションの高揚を促し、企業価値の向上をはかることを方針としており

ます。取締役の報酬については、職務専念の安定という意味合いから短期的な業績反映部分を排した労務提

供の対価たる基本報酬としての「固定報酬」と業務執行にかかるインセンティブという意味合いから短期

的業績を反映させた「変動報酬」から構成されます。「固定報酬」は、外部データ等を参照し、役位別に当社

グループの経営の対価として妥当な水準を設定しております。「変動報酬」は、前事業年度の業績・計画達

成度および当事業年度の事業計画を勘案した業績反映報酬として年間支給額を設定しております。 

　なお、社外取締役の報酬に関しては、「固定報酬」のみとしております。

　当社の監査役報酬は、当社グループのコーポレートガバナンスの根幹をなす厳格な適法性監査という重要

な役割と責任に照らし適正な水準を設定することにより、企業価値の維持・向上をはかることを方針として

おります。監査役の報酬については、監査役の役割と責任において業績に関係なく厳格な適法性監査を求め

られることから、業績に左右されない「固定報酬」部分のみから構成されます。 

２．会社役員の報酬額の決定方法 

　　　取締役の報酬額は、半数以上が社外役員から構成される「報酬委員会」による審議・答申を経て、これに基づ

き、株主総会にて承認を受けた報酬枠内において、取締役会決議により決定しております。 

　　　監査役の報酬額は、各監査役の能力、監査実績、外部データ等を総合的に勘案し、社外監査役２名を含む監査役

間において協議の上決定しております。  
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(5) 株式の保有状況

①　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

33銘柄　3,051百万円

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

小林製薬㈱ 126,000 485
将来の事業拡大および効率化を見据えた

連携強化のため

㈱マツモトキヨシホールディングス 227,000 480
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

ロート製薬㈱ 401,000 411
将来の事業拡大および効率化を見据えた

連携強化のため

長谷川香料㈱ 254,600 359
調達、生産における取り組み関係の強化の

ため

大日本印刷㈱ 260,000 328
生産、マーケティングにおける取り組み関

係強化のため

㈱ミルボン 151,600 324
将来の事業拡大および効率化を見据えた

連携強化のため

㈱フジシールインターナショナル 65,500 126
調達、生産における取り組み関係の強化の

ため

㈱ホリプロ 154,600 108
将来のマーケティング活動の領域拡大、質

の向上を見据えた連携強化のため

㈱日伝 39,200 100
将来の生産効率化を見据えた連携強化の

ため

㈱Ｐａｌｔａｃ 50,000 94
商品流通における取り組み関係強化のた

め

　
当事業年度

特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

小林製薬㈱ 126,000 485
将来の事業拡大および効率化を見据えた

連携強化のため

㈱ミルボン 166,760 383
将来の事業拡大および効率化を見据えた

連携強化のため

㈱マツモトキヨシホールディングス 227,000 367
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

ロート製薬㈱ 401,000 357
将来の事業拡大および効率化を見据えた

連携強化のため

長谷川香料㈱ 254,600 343
調達、生産における取り組み関係の強化の

ため

大日本印刷㈱ 260,000 263
生産、マーケティングにおける取り組み関

係強化のため

㈱Ｐａｌｔａｃ 150,000 203
商品流通における取り組み関係の強化の

ため

㈱ホリプロ 154,600 120
将来のマーケティング活動の領域拡大、質

の向上を見据えた連携強化のため

㈱フジシールインターナショナル 65,500 113
調達、生産における取り組み関係の強化の

ため

㈱日伝 39,200 96
将来の生産効率化を見据えた連携強化の

ため
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銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

小野薬品工業㈱ 18,300 74
将来の事業拡大および効率化を見据えた

連携強化のため

高砂香料工業㈱ 113,000 51
調達、生産における取り組み関係の強化の

ため

イオン㈱ 36,195 34
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

㈱ファミリーマート 7,900 24
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

㈱ツルハホールディングス 6,000 22
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

㈱サークルＫサンクス 17,337 22
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

スギホールディングス㈱ 7,172 13
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

㈱サンドラッグ 4,800 11
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

㈱関西スーパーマーケット 13,608 10
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

中央物産㈱ 32,206 10
商品流通における取り組み関係強化のた

め

㈱プラネット 12,000 7 効率的な販売情報取得の基盤構築のため

プラネット物流㈱ 100 6 効率的な物流網構築のため

㈱あらた 40,000 6
商品流通における取り組み関係の強化の

ため

㈱フジ 3,000 4
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

㈱ＭｒＭａｘ 14,236 4
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

㈱化粧品工業会館 45,190 3 業界内での事業活動の円滑な推進のため

㈱ハリマ共和物産 3,900 2
商品流通における取り組み関係の強化の

ため

㈱キリン堂 5,549 2
商品販売における取り組み関係の強化の

ため

奈良ゴルフ場㈱ 7 0
事業活動におけるステークホルダーとの

円滑なコミュニケーション強化のため

日本観光ゴルフ㈱ 10 0
事業活動におけるステークホルダーとの

円滑なコミュニケーション強化のため

　

③　保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － － － － －

上記以外の株式 1,252 992 23 －
△399

(8)

（注）「評価損益の合計額」の（　）は外書きで、当事業年度の減損処理額であります。　
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(6) 会計監査の状況

　当社は、会社法に基づく会計監査および金融商品取引法に基づく会計監査を有限責任監査法人トーマツに委

嘱しておりますが、同監査法人および当社監査に関与する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の

利害関係はありません。当社と同監査法人とは、会社法監査および金融商品取引法監査に関しては監査契約書

を締結し、当該契約に基づき監査報酬を支払っております。また、有限責任監査法人トーマツは、当社の会計監

査に従事する業務執行社員が一定期間を超えて関与しない措置を講じております。

　当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名

　指定有限責任社員　業務執行社員　　和田　朝喜

　指定有限責任社員　業務執行社員　　黒澤　謙太郎

会計監査業務に係る補助者の構成

　公認会計士　４名、その他　７名

　

(7）責任限定契約の内容の概要

①　当社は、社外取締役塚田彊氏および同田村敏和氏との間において、会社法第427条第１項および定款第25条第

２項の規定に基づき、会社法第423条第１項に規定する会社に対する損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金10百万円と会社法第425条第１項に定める社

外取締役の最低責任限度額のいずれか高い金額としております。

②　当社は、社外監査役小寺一矢氏および同高木進氏との間において、会社法第427条第１項および定款第33条第

２項の規定に基づき、会社法第423条第１項に規定する会社に対する損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金10百万円と会社法第425条第１項に定める監

査役の最低責任限度額のいずれか高い金額としております。

(8）取締役の定数

当社の取締役は12名以内とする旨定款に定めております。

(9) 取締役の選任の決議要件 

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨および累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

(10) 株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項 

①　自己株式の取得 

　当社は、「会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、市場取引等により自己株式を取得

することができる。」旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的と

しております。

②　取締役および監査役の責任免除 

　当社は、取締役の責任免除について、「会社法第426条第1項の規定により、取締役会の決議をもって、取締役

（取締役であった者を含む。）の当会社に対する損害賠償責任を同法の限度において免除することができ

る。」旨定款に定めております。これは、優秀な取締役の人材確保と取締役が萎縮することなく積極的な意思

決定・業務執行を行うことを可能とする環境を整備することを目的としております。また、当社は、監査役の

責任免除について、「会社法第426条第1項の規定により、取締役会の決議をもって、監査役（監査役であった

者を含む。）の当会社に対する損害賠償責任を同法の限度において免除することができる。」旨定款に定め

ております。これは、優秀な監査役の人材確保と監査役が期待される役割を十分に発揮することができる環

境を整備することを目的としております。 

③　剰余金の配当等の決定機関 

　当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場

合を除き、取締役会の決議により定めることができる。」旨定款に定めております。これは機動的な資本政策

および配当政策の遂行を可能とすることを目的としております。なお、剰余金の配当等に関する株主総会の

決定権が排除されるものではありません。

(11）株主総会の特別決議要件

当社は、「会社法第309条第２項の定めによる決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。」旨定款に定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会特別決議事項の機動的な意思決定・業務執行を

可能とすることを目的としております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 34 － 35 44

連結子会社 － － － －

計 34 － 35 44

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）　

　当社および当社の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している各国のデロイト 

トウシュ トーマツに対し、監査証明業務に基づく報酬を支払っております。

　そのうち主なものは、当社の連結子会社であるPT MANDOM INDONESIA Tbkの監査証明業務に基づく報酬

US$120,000であります。

（当連結会計年度）　

　当社および当社の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属している各国のデロイト 

トウシュ トーマツに対し、監査証明業務および非監査業務に基づく報酬を支払っております。

　そのうち主なものは、当社の連結子会社であるPT MANDOM INDONESIA Tbkの監査証明業務に基づく報酬

US$122,500であります。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）　

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、国際財務報告基準

（IFRS）の適用に関する助言・指導業務であります。　

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針としましては、監査法人より過去の監査の実績を基礎に、

監査計画に基づいた監査報酬の見積を受け、業務量（時間）および監査メンバーの妥当性を検討した上で、監査

役会の同意のもと、取締役会の決議により決定しております。　
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連

結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度および当事業年度より百万円単位で記載することに変更しております。なお、比較を

容易にするため、前連結会計年度および前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月

31日）の連結財務諸表および前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）の財務諸表ならびに当連結会

計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）の連結財務諸表および当事業年度（自平成22年４月１日　至平

成23年３月31日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入し、定期的に情報収集を行っております。

また、定期的に財務会計基準機構等の行うセミナー等へ参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,531 6,285

受取手形及び売掛金 5,986 6,240

有価証券 13,615 12,933

商品及び製品 4,367 4,312

仕掛品 374 366

原材料及び貯蔵品 1,560 1,873

繰延税金資産 773 824

その他 731 837

貸倒引当金 △22 △20

流動資産合計 32,918 33,654

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 17,113

※1
 17,155

減価償却累計額 △9,742 △10,214

建物及び構築物（純額） 7,370 6,941

機械装置及び運搬具 ※1
 11,313

※1
 11,549

減価償却累計額 △7,184 △7,757

機械装置及び運搬具（純額） 4,128 3,792

工具、器具及び備品 4,027 3,991

減価償却累計額 △3,314 △3,328

工具、器具及び備品（純額） 713 663

土地 ※1
 511

※1
 510

リース資産 35 43

減価償却累計額 △15 △20

リース資産（純額） 20 23

建設仮勘定 216 158

有形固定資産合計 12,960 12,089

無形固定資産

のれん 228 119

ソフトウエア 257 345

その他 129 138

無形固定資産合計 616 604

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 4,768

※2
 4,252

繰延税金資産 902 990

その他 2,083 1,801

貸倒引当金 △66 △65

投資その他の資産合計 7,686 6,980

固定資産合計 21,263 19,674

資産合計 54,182 53,328
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,205 715

未払金 3,006 2,669

未払法人税等 1,302 813

賞与引当金 780 749

変動役員報酬引当金 85 85

返品調整引当金 258 263

災害損失引当金 － 85

その他 589 599

流動負債合計 7,226 5,980

固定負債

繰延税金負債 3 3

退職給付引当金 848 1,050

その他 1,044 1,001

固定負債合計 1,896 2,055

負債合計 9,123 8,036

純資産の部

株主資本

資本金 11,394 11,394

資本剰余金 11,235 11,235

利益剰余金 25,463 26,733

自己株式 △1,847 △1,848

株主資本合計 46,245 47,514

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △273 △559

為替換算調整勘定 △4,479 △5,206

その他の包括利益累計額合計 △4,752 △5,766

少数株主持分 3,565 3,543

純資産合計 45,058 45,291

負債純資産合計 54,182 53,328
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 54,304 57,262

売上原価 24,553 25,868

売上総利益 29,750 31,394

販売費及び一般管理費

販売促進費 4,996 5,684

販売報奨金 1,534 1,540

広告宣伝費 3,075 3,165

報酬及び給料手当 4,217 4,455

賞与引当金繰入額 797 776

退職給付費用 389 294

減価償却費 765 705

研究開発費 ※1
 1,846

※1
 1,850

その他 6,760 7,174

販売費及び一般管理費合計 24,381 25,647

営業利益 5,368 5,747

営業外収益

受取利息 107 114

受取配当金 72 85

受取賃貸料 24 －

受取保険金 174 －

その他 106 172

営業外収益合計 485 373

営業外費用

売上割引 37 34

為替差損 53 19

寄付金 － 12

投資事業組合運用損 14 －

その他 33 47

営業外費用合計 138 113

経常利益 5,715 6,006
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 16 2

固定資産売却益 ※2
 7

※2
 35

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 24 37

特別損失

固定資産売却損 ※3
 10

※3
 11

固定資産除却損 ※4
 248

※4
 32

減損損失 6 －

災害による損失 － 9

災害損失引当金繰入額 － 85

投資有価証券評価損 － 12

子会社株式売却損 － 14

退職給付制度終了損 － 47

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17

特別損失合計 265 230

税金等調整前当期純利益 5,474 5,813

法人税、住民税及び事業税 2,349 2,196

過年度法人税等 － ※5
 380

法人税等調整額 △112 58

法人税等合計 2,237 2,635

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,177

少数株主利益 434 504

当期純利益 2,802 2,672
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,177

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △285

為替換算調整勘定 － △976

持分法適用会社に対する持分相当額 － △26

その他の包括利益合計 － ※2
 △1,288

包括利益 － ※1
 1,889

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 1,658

少数株主に係る包括利益 － 230
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 11,394 11,394

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,394 11,394

資本剰余金

前期末残高 11,235 11,235

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 11,235 11,235

利益剰余金

前期末残高 23,865 25,463

当期変動額

剰余金の配当 △1,177 △1,402

当期純利益 2,802 2,672

連結範囲の変動 △27 －

当期変動額合計 1,597 1,269

当期末残高 25,463 26,733

自己株式

前期末残高 △956 △1,847

当期変動額

自己株式の取得 △891 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △891 △0

当期末残高 △1,847 △1,848

株主資本合計

前期末残高 45,539 46,245

当期変動額

剰余金の配当 △1,177 △1,402

当期純利益 2,802 2,672

自己株式の取得 △891 △0

自己株式の処分 0 －

連結範囲の変動 △27 －

当期変動額合計 706 1,269

当期末残高 46,245 47,514
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △628 △273

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

355 △286

当期変動額合計 355 △286

当期末残高 △273 △559

為替換算調整勘定

前期末残高 △5,378 △4,479

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

899 △727

当期変動額合計 899 △727

当期末残高 △4,479 △5,206

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △6,007 △4,752

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,254 △1,014

当期変動額合計 1,254 △1,014

当期末残高 △4,752 △5,766

少数株主持分

前期末残高 2,847 3,565

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 717 △21

当期変動額合計 717 △21

当期末残高 3,565 3,543

純資産合計

前期末残高 42,379 45,058

当期変動額

剰余金の配当 △1,177 △1,402

当期純利益 2,802 2,672

自己株式の取得 △891 △0

自己株式の処分 0 －

連結範囲の変動 △27 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,972 △1,036

当期変動額合計 2,678 233

当期末残高 45,058 45,291
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 5,474 5,813

減価償却費 2,125 2,394

のれん償却額 137 108

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 12

子会社株式売却損益（△は益） － 14

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 1

返品調整引当金の増減額（△は減少） 30 6

賞与引当金の増減額（△は減少） 77 △20

退職給付引当金の増減額（△は減少） 297 229

受取利息及び受取配当金 △179 △200

為替差損益（△は益） 71 2

有形固定資産除却損 248 31

売上債権の増減額（△は増加） △237 △492

たな卸資産の増減額（△は増加） 510 △476

仕入債務の増減額（△は減少） 170 △449

未払金の増減額（△は減少） 212 5

その他 △22 △76

小計 8,886 6,903

利息及び配当金の受取額 206 221

利息の支払額 △0 △1

法人税等の支払額 △1,325 △2,732

過年度法人税等の支払額 － △326

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,766 4,063

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △956 △1,084

定期預金の払戻による収入 486 1,033

有価証券の取得による支出 △27,591 △23,391

有価証券の売却及び償還による収入 24,400 23,800

有形固定資産の取得による支出 △2,861 △2,094

無形固定資産の取得による支出 △173 △175

投資有価証券の取得による支出 △118 △157

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,651 400

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 37

その他 52 224

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,111 △1,408
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 19

短期借入金の返済による支出 △0 △19

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9 △9

自己株式の取得による支出 △891 △0

配当金の支払額 △1,178 △1,402

少数株主への配当金の支払額 △212 △248

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,291 △1,661

現金及び現金同等物に係る換算差額 184 △186

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 549 807

現金及び現金同等物の期首残高 9,235 9,742

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△41 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 9,742

※1
 10,550
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数及び会社名

11　社

連結子会社名は、「第１　企業の概況　

４．関係会社の状況」に記載している

ため省略しております。

(1）連結子会社の数及び会社名

10　社

同左

 株式会社ビューコスは、当連結会計年

度において株式会社エムビーエスと合

併し消滅したため、連結の範囲から除

外しております。

株式会社ギノージャパンは、当連結会

計年度において当社が保有する株式の

全てを譲渡したため、連結の範囲から

除外しております。

 (2）非連結子会社の名称等

株式会社エムビーエス

MANDOM MANAGEMENT

CONSULTANTS SDN.BHD.

(2）非連結子会社の名称等

同左

 連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模会

社であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）および

利益剰余金（持分に見合う額）等は

いずれも連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、連結の範囲に含め

ておりません。

連結の範囲から除いた理由

同左

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法適用関連会社の数及び会社名

１　社

SUNWA MARKETING CO.,LTD.

(1）持分法適用関連会社の数及び会社名

１　社

同左

 (2）持分法を適用しない非連結子会社

株式会社エムビーエス

MANDOM MANAGEMENT

CONSULTANTS SDN.BHD.

(2）持分法を適用しない非連結子会社

同左

 (3）持分法を適用しない理由

非連結子会社は、それぞれ当期純損益

および利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法は適用しておりませ

ん。

(3）持分法を適用しない理由

同左

 　 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「持分法に関する会

計基準」（企業会計基準第16号　平成20年

３月10日公表分）及び「持分法適用関連会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実

務対応報告第24号　平成20年３月10日）を

適用しております。

　これによる損益に与える影響はありませ

ん。
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社の決算

日は12月31日であります。連結財務諸表の

作成に当たっては同決算日現在の財務諸表

を採用しておりますが、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

  

①　有価証券 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定）

なお、組込デリバティブを区分して測

定することができない複合金融商品

は、全体を時価評価し、評価差額を当連

結会計年度の損益に計上しておりま

す。ただし、全体の信用リスクが高くな

いと判断した複合金融商品の評価差額

は、純資産の部に計上しております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均

法により算定）

 時価のないもの

主として移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

②　デリバティブ 時価法 同左

③　たな卸資産 主として総平均法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）

同左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

  

有形固定資産（リース

資産を除く） 

当社および国内連結子会社は定率法（平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物付

属設備を除く）については定額法）

在外連結子会社は定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。

建物及び構築物　　　　15～50年

機械装置及び運搬具　　４～12年

同左

　

　

　

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

  

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

同左

②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額のうち、当連結会計年度

に負担する額を計上しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

③　変動役員報酬引当金 当社は取締役への報酬のうち、 業績反映報

酬の支出に充てるため、当連結会計年度に

負担する額を計上しております。

同左

④　返品調整引当金 当社は商品・製品の返品による損失に備え

るため、過去の返品率等を勘案して見積

もった損失見込額を計上しております。

同左

⑤　災害損失引当金 ────── 災害に伴う損失に備えるため、当連結会計

年度末における損失発生見込額を計上して

おります。

⑥　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年）による定率法により、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）

による定額法により費用処理しておりま

す。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年）による定率法により、そ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）

による定額法により費用処理しておりま

す。

　 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」（企業

会計基準第19号　平成20年７月31日）を適

用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益およ

び税金等調整前当期純利益に与える影響は

ありません。

（追加情報）

　当社および国内連結子会社は、確定給付企

業年金法の施行に伴い、平成23年４月１日

に適格退職年金制度を確定給付企業年金制

度および前払退職金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号　平成14年

１月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益および経常利益はそ

れぞれ11百万円増加し、税金等調整前当期

純利益は36百万円減少しております。

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産および負債は、連結

決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益および費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定および少数株主持分

に含めております。

同左

(5）のれんの償却方法及び

償却期間

────── のれんの償却については、５年間の定額法

により償却を行っております。

(6）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

────── 連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

  

　　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価について

は、全面時価評価法を採用しております。

──────

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれんの償却については、５年間の定額法

により償却を行っております。

──────

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金および容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。

──────

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）および

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してお

ります。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ４百万円、税

金等調整前当期純利益は22百万円減少しております。

────── （企業結合に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26

日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月

26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16

号　平成20年12月26日公表分）および「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しておりま

す。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

(連結貸借対照表）

１．投資その他の資産の「長期貸付金」は、当連結会計年

度において、金額が僅少になってきたため、一括掲記

することにいたしました。

　　　なお、当連結会計年度は投資その他の資産の「その

他」に297百万円含まれております。

２．流動負債の「リース債務」は、当連結会計年度におい

て、金額が僅少になってきたため、一括掲記すること

にいたしました。

　　　なお、当連結会計年度は流動負債の「その他」に７百

万円含まれております。

３．固定負債の「リース債務」は、当連結会計年度におい

て、金額が僅少になってきたため、一括掲記すること

にいたしました。

　　　なお、当連結会計年度は固定負債の「その他」に13百

万円含まれております。

４．固定負債の「長期未払金」は、当連結会計年度におい

て、負債及び純資産の合計額の100分の５以下であり、

一括掲記することにいたしました。

　　　なお、当連結会計年度は固定負債の「その他」に644百

万円含まれております。

(連結貸借対照表）

──────

(連結損益計算書）

１．営業外収益の「その他」に含めて表示しておりまし

た「受取保険金」は営業外収益の合計額の100分の10

を超えたため、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度は営業外収益の「その他」に

６百万円含まれております。

２．営業外費用の「その他」に含めて表示しておりまし

た「投資事業組合運用損」は営業外費用の合計額の

100分の10を超えたため、区分掲記しました。

　　　なお、前連結会計年度は営業外費用の「その他」に10

百万円含まれております。

(連結損益計算書）

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基

づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３

月24日　内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益

調整前当期純利益」の科目で表示しております。

２．前連結会計年度において区分掲記しておりました営

業外収益の「受取賃貸料」は営業外収益の合計額の

100分の10以下となったため、一括掲記することにい

たしました。

　　　なお、当連結会計年度は営業外収益の「その他」に18

百万円含まれております。

３．前連結会計年度において区分掲記しておりました営

業外収益の「受取保険金」は営業外収益の合計額の

100分の10以下となったため、一括掲記することにい

たしました。

　　　なお、当連結会計年度は営業外収益の「その他」に１

百万円含まれております。
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前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　　 ４．営業外費用の「その他」に含めて表示しておりまし

た「寄付金」は営業外費用の合計額の100分の10を超

えたため、区分掲記しました。

　　　なお、前連結会計年度は営業外費用の「その他」に１

百万円含まれております。

５．前連結会計年度において区分掲記しておりました営

業外費用の「投資事業組合運用損」は営業外費用の

合計額の100分の10以下となったため、一括掲記する

ことにいたしました。

　　　なお、当連結会計年度は営業外費用の「その他」に７

百万円含まれております。

(連結キャッシュ・フロー計算書）

　　投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定資産

の売却による収入」は、当連結会計年度において、金

額的重要性が乏しくなったため「その他」に含めて

おります。

　なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「有形固定資産の売却による収入」は15百万円であ

ります。

(連結キャッシュ・フロー計算書）

──────

　

【追加情報】

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」および

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」および「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※１．過年度において取得価額から直接控除している圧縮

記帳額

※１．過年度において取得価額から直接控除している圧縮

記帳額

建物及び構築物  270百万円

機械装置及び運搬具 17

土地 785

合計 1,073

建物及び構築物  270百万円

機械装置及び運搬具 17

土地 785

合計 1,073

※２．うち非連結子会社及び関連会社株式 ※２．うち非連結子会社及び関連会社株式

 233百万円  192百万円

────── 　３．偶発債務 

（訴訟関連）　

当社は、株式会社資生堂より、平成22年８月20日お

よび平成22年12月１日に、当社による一部製品の製

造販売等が株式会社資生堂の特許権の侵害に該当す

るとして、当社の対象製品の製造販売の差止等およ

び損害賠償（訴額100百万円）を請求する訴訟を東

京地裁に提起されております。　

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、1,846百万円で

あります。当期製造費用に含まれる研究開発費はあ

りません。

※１．一般管理費に含まれる研究開発費は、1,850百万円で

あります。当期製造費用に含まれる研究開発費はあ

りません。

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 7百万円

工具、器具及び備品 0

合計 7

建物及び構築物 15百万円

機械装置及び運搬具 10

工具、器具及び備品 0

長期前払費用 8

合計 35

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 5

工具、器具及び備品 5

合計 10

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 5

工具、器具及び備品 5

合計 11

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 39百万円

機械装置及び運搬具 11

工具、器具及び備品 4

建設仮勘定 193

ソフトウェア　 0

無形固定資産その他　 0

合計 248

建物及び構築物 10百万円

機械装置及び運搬具 17

工具、器具及び備品 3

ソフトウェア 0

合計 32

　

────── ※５．過年度法人税等は、主に当社と在外連結子会社との

間の国外関連取引に関する移転価格課税によるもの

であります。

　

EDINET提出書類

株式会社マンダム(E01027)

有価証券報告書

 51/100



（連結包括利益計算書関係）

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株式に係る包括利益 4,057百万円

少数株主に係る包括利益 933 

計 4,991 

　

※２　当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 356百万円

為替換算調整勘定 1,396 

持分法適用会社に対する持分相当額 0 

計 1,753 

　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 24,134,606 － － 24,134,606

合計 24,134,606 － － 24,134,606

自己株式     

普通株式 347,860 405,694 144 753,410

合計 347,860 405,694 144 753,410

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加405,694株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

404,800株、単元未満株式の買取りによる増加894株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少144株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月23日

定時株主総会
普通株式 475 20平成21年３月31日平成21年６月24日

平成21年10月30日

取締役会
普通株式 701 30平成21年９月30日平成21年12月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 701利益剰余金 30平成22年３月31日平成22年６月25日
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当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 24,134,606 － － 24,134,606

合計 24,134,606 － － 24,134,606

自己株式     

普通株式 753,410 257 － 753,667

合計 753,410 257 － 753,667

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加257株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月24日

定時株主総会
普通株式 701 30平成22年３月31日平成22年６月25日

平成22年10月28日

取締役会
普通株式 701 30平成22年９月30日平成22年12月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 701利益剰余金 30平成23年３月31日平成23年６月27日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,531百万円

有価証券勘定 13,615

計 19,147

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△806

償還期間が３ヶ月を超える債

券等
△8,598

現金及び現金同等物 9,742

 

現金及び預金勘定 6,285百万円

有価証券勘定 12,933

計 19,219

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△756

償還期間が３ヶ月を超える債

券等
△7,912

現金及び現金同等物 10,550
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

    所有権移転外ファイナンス・リース取引

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

    所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

有形固定資産 

(1）リース資産の内容

有形固定資産 

 主として、化粧品事業における営業車両、研究所設備　　

（「機械装置及び運搬具」、「工具、器具及び備品」）

であります。

同左 

(2) リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とするリース

期間定額法

(2) リース資産の減価償却の方法

同左

 ２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料  

 ２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料  

１年以内 144百万円

１年超 1,154

合計 1,299

１年以内 144百万円

１年超 1,010

合計 1,154
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、余裕資金の運用を目的として、主に安全性と流動性の高い金融商

品で運用しております。デリバティブは、一定の範囲を限度とした上で利回りの向上をはかるために利用

しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。なお、当連結会計年度の

連結決算日現在における営業債権のうち、44.8％が特定の大口顧客に対するものであります。

　有価証券及び投資有価証券は、主にその他有価証券のうち満期のある債券および業務上の関係を有する

企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建

てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品の利用によるものであり、参照組織のクレ

ジットイベントにより組込デリバティブのリスクが現物の金融資産に及ぶ可能性を有しております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信限度管理規程に従い、営業債権について、営業企画部が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早

期把握や軽減をはかっております。連結子会社についても、当社の与信限度管理規程に準じて、同様の管理

を行っております。

　その他有価証券のうち満期がある債券は、金融資産運用規程に従い、格付の高い債券のみを対象としてい

るため、信用リスクは僅少であります。

　デリバティブを組み込んだ複合金融商品については、取引相手先を信用度の高い金融機関に限定してい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社および一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動

リスクを定期的に把握する程度にとどめております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、公

社債等の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直して

おります。

　デリバティブ取引については、取引権限および取引限度額等を定めた決裁権限規程および金融資産運用

規程に従い、資金運用担当部門である財務管理部にて執行・管理しており、取引状況および結果等につい

ては定期的に経営会議に報告しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社は、各部署からの報告に基づき財務管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様の管理を行っておりま

す。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 5,531 5,531 －

(2）受取手形及び売掛金 5,986 5,986 －

(3）有価証券及び投資有価証券 13,121 13,121 －

　資産計 24,638 24,638 －

(1）支払手形及び買掛金 1,205 1,205 －

(2）未払金 3,006 3,006 －

(3) 未払法人税等 1,302 1,302 －

　負債計 5,513 5,513 －

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関等から提示された価

格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」

をご参照下さい。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

デリバティブ取引

当連結会計年度末におきましては、デリバティブを組み込んだ複合金融商品は保有しておりません。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

マネーマーケットファンド 5,017

非上場株式 245

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）有

価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
  (百万円） 

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

　

現金及び預金 5,531 － － － 　

受取手形及び売掛金 5,986 － － － 　

有価証券及び投資有価証券     　

その他有価証券のうち満期があるもの     　

(1) 債券 8,598 101 － － 　

(2) その他 － 27 － － 　

合計 20,115 128 － － 　

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
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当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、余裕資金の運用を目的として、主に安全性と流動性の高い金融商

品で運用しております。デリバティブは、一定の範囲を限度とした上で利回りの向上をはかるために利用

しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。なお、当連結会計年度の

連結決算日現在における営業債権のうち、52.3％が特定の大口顧客に対するものであります。

　有価証券及び投資有価証券は、主にその他有価証券のうち満期のある債券および業務上の関係を有する

企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建

てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信限度管理規程に従い、営業債権について、営業企画部が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減をはかっております。連結子会社についても、当社の与信限度管理規程に準じて、同様の管

理を行っております。

　その他有価証券のうち満期がある債券は、金融資産運用規程に従い、格付の高い債券のみを対象としてい

るため、信用リスクは僅少であります。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社および一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動

リスクを定期的に把握する程度にとどめております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、公

社債等の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直して

おります。

　デリバティブ取引については、取引権限および取引限度額等を定めた決裁権限規程および金融資産運用

規程に従い、資金運用担当部門である財務管理部にて執行・管理しており、取引状況および結果等につい

ては定期的に経営会議に報告しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理　

　当社は、各部署からの報告に基づき財務管理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても同様の管理を行っておりま

す。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参

照）。

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 6,285 6,285 －

(2）受取手形及び売掛金 6,240 6,240 －

(3）有価証券及び投資有価証券 11,961 11,961 －

　資産計 24,487 24,487 －

(1）支払手形及び買掛金 715 715 －

(2）未払金 2,669 2,669 －

(3）未払法人税等 813 813 －

　負債計 4,198 4,198 －

 （注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金、(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関等から提示された価

格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」

をご参照下さい。

負　債

(1)支払手形及び買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

デリバティブ取引

当連結会計年度におきましては、デリバティブ取引を行っておりません。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

マネーマーケットファンド 5,021

非上場株式 203

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）有

価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内
  (百万円） 

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

　

現金及び預金 6,285 － － － 　

受取手形及び売掛金 6,240 － － － 　

有価証券及び投資有価証券     　

その他有価証券のうち満期があるもの     　

(1) 債券 7,896 － － － 　

(2) その他 15 － － － 　

合計 20,439 － － － 　
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（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年３月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計
上額
（百万円）

取得原価
（百万円） 差額（百万円） 　

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1）株式 909 617 291　

(2）債券 1,701 1,699 2 　
①　国債・地方債等 1,400 1,399 0 　
②　社債 301 299 1 　
③　その他 － － － 　
(3）その他 27 21 5 　

小計 2,638 2,339 299　

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1）株式 3,484 4,241 △756　

(2）債券 6,998 6,998 △0 　
①　国債・地方債等 6,798 6,798 △0 　
②　社債 199 200 △0 　
③　その他 －  － － 　
(3）その他 － － － 　

小計 10,482 11,239 △756　

合計 13,121 13,578 △457　

　（注）マネーマーケットファンド（連結貸借対照表計上額　5,017百万円）および非上場株式（連結貸借対照表計上額　

11百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その

他有価証券」には含めておりません。

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

(1) 株式 0 0 －

(2) 債券 －   －    －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 1 0 －

合計 1 0 －
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当連結会計年度（平成23年３月31日）

１．その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計
上額
（百万円）

取得原価
（百万円） 差額（百万円） 　

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

(1）株式 653 495 158　

(2）債券 4,399 4,399 0 　
①　国債・地方債等 4,299 4,299 0 　
②　社債 100 100 0 　
③　その他 － － － 　
(3）その他 15 13 1 　

小計 5,069 4,908 160　

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

(1）株式 3,395 4,513 △1,117　

(2）債券 3,496 3,498 △2 　
①　国債・地方債等 2,499 2,499 △0 　
②　社債 － － － 　
③　その他 997 999 △2 　
(3）その他 － － － 　

小計 6,891 8,011 △1,120　

合計 11,961 12,920 △959　

　（注）１．マネーマーケットファンド（連結貸借対照表計上額　5,021百万円）および非上場株式（連結貸借対照表計上

額　11百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表

の「その他有価証券」には含めておりません。

　　　　２．当連結会計年度の連結貸借対照表計上額が取得価額を超えないものの中には、減損処理を行った有価証券が含ま

れております。減損額は「株式」について８百万円であります。

　　　　　　なお、減損処理にあたっては、期末における時価または発行法人の純資産額が取得原価に比べ50％以上下落した場

合に、回収可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

　

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社および国内連結子会社は、確定給付型の制度である適格退職年金制度と確定拠出年金制度および前払退

職金制度を併設しておりましたが、平成23年４月１日に適格退職年金制度を確定給付企業年金制度および前払

退職金制度へ移行しました。また、当社は上記以外に、一定要件を満たした従業員の退職に際して割増退職金を

支払う制度を設けております。

　当社および国内連結子会社は上記以外に、近畿化粧品厚生年金基金に加入しておりますが、同基金制度は退職

給付会計実務指針第33項の例外処理を行う制度であります。同基金の年金資産のうち、当社および国内連結子

会社の掛金拠出割合に基づく年金資産残高は、前連結会計年度末において3,853百万円、当連結会計年度末にお

いて3,770百万円であります。

　一部の在外連結子会社は、確定給付型制度を設けております。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りであります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成22年３月31日現在）

年金資産の額 31,247百万円

年金財政計算上の給付債務の額 43,178百万円

差引額 △11,931百万円

(2) 制度全体に占める当社グループの給与総額割合（平成23年３月31日現在）

12.1％

(3) 補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高14,540百万円であります。本制度にお

ける過去勤務債務の償却方法は期間19年０ヶ月の元利均等償却であり、当社グループは、当期の連結財務諸

表上、特別掛金123百万円を費用処理しております。

　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

２．退職給付債務及びその内訳

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
当連結会計年度

（平成23年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △3,328 △3,161 

(2）年金資産（百万円） 1,951 1,793 

(3）未積立退職給付債務(1)＋(2)（百万円） △1,376 △1,367 

(4）未認識過去勤務債務（百万円） 294  △153  

(5）未認識数理計算上の差異（百万円） 232  471  

(6）
連結貸借対照表計上額純額

(3)＋(4)＋(5)（百万円）
△848  △1,049 

(7）前払年金費用（百万円） －  0  

(8）退職給付引当金(6)－(7)（百万円） △848  △1,050 

　（注）１．一部の子会社は退職給付債務の計算にあたり、簡便法を適用しております。

　　　　２．確定給付企業年金制度および前払退職金制度への移行に伴う影響額は次のとおりであります。

退職給付債務の減少（百万円） 163

年金資産の減少（百万円） △182

未認識数理計算上の差異（百万円） △28

未認識過去勤務債務（百万円） 11

退職給付引当金の増加（百万円） △36
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３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

退職給付費用（百万円） 841 796

(1）勤務費用（百万円） 191 209

(2）利息費用（百万円） 101 111

(3）期待運用収益（減算）（百万円） △52 △64

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） 61 50

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 190 87

(6）退職給付制度終了損（百万円） － 47

(7）総合型厚生年金基金掛金額（百万円） 264 269

(8）その他（百万円） 83 84

　（注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「(1) 勤務費用」に計上しております。

２．「(8) その他」は、確定拠出年金への掛金支払額であります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成22年３月31日）
当連結会計年度

（平成23年３月31日）

(1）割引率（％） 1.9 1.8

(2）期待運用収益率（％） 3.0 同左

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

(4）過去勤務債務の額の処理年数 ７年（発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により費用処

理しております。）

同左

(5）数理計算上の差異の処理年数 ７年（各連結会計年度の発生

時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定

率法により、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理

しております。）

同左
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金繰入額 305百万円

未払事業税 103

たな卸資産未実現損益消去 122

退職給付引当金 291

役員退職慰労金 261

返品調整引当金 101

固定資産未実現損益消去 34

土地評価損 100

減価償却費の償却超過額 61

投資有価証券評価損 113

その他有価証券評価差額金 307

その他 244

繰延税金資産小計 2,048

評価性引当額 △145

繰延税金資産合計 1,903

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △119

減価償却費 △6

海外子会社留保利益 △95

その他 △8

繰延税金負債合計 △231

繰延税金資産の純額 1,672

繰延税金資産  

賞与引当金繰入額 293百万円

未払事業税 72

たな卸資産未実現損益消去 132

退職給付引当金 368

役員退職慰労金 230

返品調整引当金 102

固定資産未実現損益消去 34

投資有価証券評価損 116

その他有価証券評価差額金 455

その他 433

繰延税金資産小計 2,240

評価性引当額 △246

繰延税金資産合計 1,993

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △50

海外子会社留保利益 △110

その他 △21

繰延税金負債合計 △182

繰延税金資産の純額 1,811

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 773

固定資産－繰延税金資産 902

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 △3

流動資産－繰延税金資産 824

固定資産－繰延税金資産 990

流動負債－繰延税金負債 －

固定負債－繰延税金負債 △3

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異について当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異について当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳

 （単位：％）

法定実効税率 40.63

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
1.41

海外子会社留保利益 0.25

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△3.43

税額控除項目 △1.56

評価性引当金 1.75

過年度法人税等 6.64

住民税均等割 0.39

その他 △0.74

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
45.34
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　化粧品の製造・販売事業が全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額合計額

に占める割合がいずれにおいても90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報を省略しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 37,070 17,233 54,304 － 54,304

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
2,868 669 3,538 △3,538 －

計 39,939 17,903 57,842 △3,538 54,304

営業費用 36,224 16,258 52,483 △3,547 48,935

営業利益 3,714 1,645 5,359 9 5,368

Ⅱ　資産 21,582 14,126 35,709 18,472 54,182

　（注）１．国又は地域の区分の方法

事業活動の相互関連性により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア：インドネシア、中国、韓国、シンガポール、マレーシア、台湾、フィリピン、タイ

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、親会社での余資運用資金（有価証券）、長期投

資資金（投資有価証券等）および管理部門に係る資産等18,932百万円であります。

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 16,084 1,582 17,666

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － 54,304

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
29.6 2.9 32.5

　（注）１．国又は地域の区分の方法

事業活動の相互関連性により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域

アジア：東アジアおよび東南アジア諸国

その他の地域：アラブ首長国連邦等

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、主に化粧品製品等を生産・販売しており、国内においては当社および国内子会社が、海外において

はインドネシアの地域をPT MANDOM INDONESIA Tbkが、マレーシア、タイ、中国等のアジア各地域を現地法人

がそれぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱う製品について各地域

の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、生産・販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「インドネシア」、「海外その他」の３つを報告セグメントとしております。各報告セグメントでは、主とし

て化粧品製品を生産・販売しております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

事業セグメントの利益は営業利益をベースとした数値であります。

セグメント間の売上高は、第三者間取引価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日）

　 （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２ 日本 インドネシア 海外その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 37,070 11,194 6,038 54,304 － 54,304
セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,868 1,304 343 4,516△4,516 －

計 39,939 12,499 6,382 58,820△4,516 54,304

セグメント利益 3,541 1,121 705 5,368 － 5,368

セグメント資産 39,873 9,626 4,682 54,182 － 54,182

その他の項目       

減価償却費 1,501 559 63 2,125 － 2,125

のれんの償却額 － － 137 137 － 137

持分法適用会社への

投資額
－ － 204 204 － 204

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
2,603 702 53 3,358 － 3,358

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２．報告セグメントの利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益であります。
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当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　 （単位：百万円）

 報告セグメント 調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額
（注）２ 日本 インドネシア 海外その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 37,495 12,944 6,823 57,262 － 57,262
セグメント間の内部
売上高又は振替高

3,151 1,285 340 4,777△4,777 －

計 40,646 14,229 7,163 62,040△4,777 57,262

セグメント利益 3,646 1,315 785 5,747 － 5,747

セグメント資産 39,076 9,420 4,831 53,328 － 53,328

その他の項目       

減価償却費 1,704 626 63 2,394 － 2,394

のれんの償却額 － － 108 108 － 108

持分法適用会社への

投資額
－ － 168 168 － 168

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
1,195 668 52 1,916 － 1,916

（注）１．セグメント売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高消去額であります。

２．報告セグメントの利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益であります。

　

【関連情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）

 男性分野 女性分野 その他 合計

外部顧客への売上高 39,389 11,203 6,669 57,262

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 インドネシア その他 合計

36,926 10,625 9,710 57,262

（注）売上高は顧客の所在地を基準とし、国又は地域に分類しております。

　

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 インドネシア その他 合計

8,931 2,887 271 12,089

　

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱Ｐａｌｔａｃ 17,093日本

PT ASIA PARAMITA INDAH 10,147インドネシア
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

　該当事項はありません。　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日  至平成23年３月31日）

（単位：　百万円）

 日本 インドネシア 海外その他 合計

当期末残高 － － 119 119

（注）のれんの償却額に関しては、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しており

ます。　

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額  1,774円64銭

１株当たり当期純利益 119円40銭

１株当たり純資産額  1,785円56銭

１株当たり当期純利益 114円30銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

同左

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 45,058 45,291

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
3,565 3,543

（うち少数株主持分） (3,565) (3,543)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 41,493 41,748

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
23,381 23,380

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 2,802 2,672

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,802 2,672

期中平均株式数（千株） 23,471 23,381

 

（重要な後発事象）

   該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 7 8 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 13 16 － 平成24年～28年

その他有利子負債     

　預り保証金 309 305 0.49 －

合計 331 330 － －

　（注）１．「平均利率」については、当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の「平均利率」については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債

務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．預り保証金は連結決算日後５年以内の返済期限が明確になっていないため、返済期限の記載を省略しており

ます。

４．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおり

　　であります。 

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 7 4 2 2

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100

分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載を省略しております。　

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成22年４月１日

至平成22年６月30日

第２四半期

自平成22年７月１日

至平成22年９月30日

第３四半期

自平成22年10月１日

至平成22年12月31日

第４四半期

自平成23年１月１日

至平成23年３月31日

売上高（百万円） 15,107 16,085 12,933 13,137

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
2,396 2,121 1,278 15

四半期純利益金額

（百万円）
1,240 862 680 △110

１株当たり四半期純利益金

額（円）
53.07 36.88 29.09 △4.73

　

EDINET提出書類

株式会社マンダム(E01027)

有価証券報告書

 69/100



２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,590 3,156

受取手形 9 12

売掛金 3,017 ※2
 3,575

有価証券 13,615 12,933

商品及び製品 1,993 2,038

仕掛品 194 230

原材料及び貯蔵品 590 891

前渡金 5 1

前払費用 258 242

繰延税金資産 587 616

その他 76 82

流動資産合計 22,939 23,782

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 14,445

※1
 14,609

減価償却累計額 △8,460 △8,899

建物（純額） 5,985 5,710

構築物 ※1
 645

※1
 647

減価償却累計額 △533 △540

構築物（純額） 112 106

機械及び装置 ※1
 7,266

※1
 7,434

減価償却累計額 △4,872 △5,350

機械及び装置（純額） 2,393 2,083

車両運搬具 185 156

減価償却累計額 △145 △127

車両運搬具（純額） 40 29

工具、器具及び備品 2,723 2,851

減価償却累計額 △2,310 △2,443

工具、器具及び備品（純額） 412 407

土地 ※1
 592

※1
 592

リース資産 30 36

減価償却累計額 △12 △16

リース資産（純額） 17 20

建設仮勘定 58 60

有形固定資産合計 9,612 9,012

無形固定資産

商標権 1 0

ソフトウエア 236 335

電話加入権 15 15

その他 41 －

無形固定資産合計 294 351
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 4,522 4,043

関係会社株式 7,083 6,986

関係会社出資金 1,315 1,315

従業員に対する長期貸付金 288 242

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 62 39

繰延税金資産 814 881

その他 668 555

貸倒引当金 △64 △65

投資その他の資産合計 14,691 14,000

固定資産合計 24,597 23,364

資産合計 47,537 47,146

負債の部

流動負債

買掛金 859 550

リース債務 6 7

未払金 2,578 2,215

未払費用 88 94

未払法人税等 1,232 750

前受金 2 0

預り金 36 36

前受収益 1 2

賞与引当金 683 675

変動役員報酬引当金 85 85

返品調整引当金 225 224

災害損失引当金 － 85

その他 － 0

流動負債合計 5,799 4,727

固定負債

リース債務 12 14

退職給付引当金 488 659

長期未払金 644 568

資産除去債務 － 37

その他 326 321

固定負債合計 1,471 1,601

負債合計 7,270 6,328
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 11,394 11,394

資本剰余金

資本準備金 11,235 11,235

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 11,235 11,235

利益剰余金

利益準備金 562 562

その他利益剰余金

退職給与積立金 457 457

固定資産圧縮積立金 11 10

別途積立金 16,300 16,800

繰越利益剰余金 2,432 2,773

利益剰余金合計 19,763 20,602

自己株式 △1,847 △1,848

株主資本合計 40,545 41,384

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △277 △566

評価・換算差額等合計 △277 △566

純資産合計 40,267 40,817

負債純資産合計 47,537 47,146
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高

製品売上高 35,795 36,976

商品売上高 2,325 2,220

売上高合計 38,121 39,196

売上原価

製品・半製品期首たな卸高 1,884 1,802

他勘定受入高 ※1
 0 －

当期製品・半製品製造原価 15,270 15,890

合計 17,156 17,692

他勘定振替高 ※2
 172

※2
 151

製品・半製品期末たな卸高 1,802 1,895

製品・半製品売上原価 15,181 15,644

商品期首たな卸高 264 190

当期商品仕入高 1,729 1,694

輸出諸掛 66 72

商品他勘定受入高 － ※3
 0

合計 2,060 1,958

商品他勘定振替高 ※4
 11

※4
 5

商品期末たな卸高 190 142

商品売上原価 1,857 1,810

製品及び商品売上原価 17,039 17,455

支払ロイヤリティー 17 19

返品調整引当金繰入額 225 224

返品調整引当金戻入額 199 225

返品調整引当金繰入戻入純額 25 △0

売上原価合計 17,082 17,474

売上総利益 21,038 21,722

販売費及び一般管理費

販売促進費 2,596 2,709

販売報奨金 1,095 1,100

荷造運搬費 1,336 1,451

広告宣伝費 2,461 2,464

報酬及び給料手当 2,950 3,095

賞与引当金繰入額 537 528

退職給付費用 352 251

減価償却費 618 562

研究開発費 ※5
 1,730

※5
 1,708

その他 3,728 3,887

販売費及び一般管理費合計 17,407 17,760

営業利益 3,630 3,961
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（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業外収益

受取利息 7 7

有価証券利息 29 16

受取配当金 ※6
 432

※6
 537

受取保険金 173 －

その他 ※6
 83

※6
 113

営業外収益合計 726 674

営業外費用

投資事業組合運用損 14 －

関係会社人件費負担金 16 16

寄付金 － 13

その他 37 50

営業外費用合計 68 80

経常利益 4,288 4,555

特別利益

貸倒引当金戻入額 10 －

固定資産売却益 ※7
 1

※7
 0

投資有価証券売却益 0 －

子会社株式売却益 － 15

特別利益合計 13 16

特別損失

固定資産売却損 ※8
 9

※8
 10

固定資産除却損 ※9
 246

※9
 21

減損損失 6 －

災害による損失 － 9

災害損失引当金繰入額 － 85

投資有価証券評価損 － 8

退職給付制度終了損 － 47

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 17

特別損失合計 262 199

税引前当期純利益 4,039 4,372

法人税、住民税及び事業税 1,761 1,624

過年度法人税等 － ※10
 382

法人税等調整額 △91 121

法人税等合計 1,669 2,129

当期純利益 2,369 2,242
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  10,932 70.9 11,721 72.1

Ⅱ　労務費  1,428 9.3 1,491 9.2

Ⅲ　経費  3,050 19.8 3,042 18.7

（外注加工費）  (1,300) (1,020) 

（租税公課）  (59)  (61)  

（減価償却費）  (861) (1,120) 

（賃借料）  (20)  (20)  

（その他）  (806) (819) 

当期総製造費用  15,411 100.0 16,255 100.0

期首仕掛品たな卸高  197  194  

合計  15,608 16,449 

他勘定への振替高 ※１ 143  328  

期末仕掛品たな卸高  194  230  

当期製品・半製品製造原
価

 15,270 15,890 

      

　（注）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※　　原価計算の方法

加工費工程別組別実際総合原価計算

※　　原価計算の方法

同左

※１．他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１．他勘定への振替高の内訳は次のとおりであります。

貯蔵品  120百万円

製造経費 16

その他 6

合計 143

貯蔵品  304百万円

製造経費 13

その他 11

合計 328
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 11,394 11,394

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,394 11,394

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 11,235 11,235

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,235 11,235

その他資本剰余金

前期末残高 0 0

当期変動額

自己株式の処分 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 0 0

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 562 562

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 562 562

その他利益剰余金

退職給与積立金

前期末残高 457 457

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 457 457

固定資産圧縮積立金

前期末残高 12 11

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 11 10

別途積立金

前期末残高 15,300 16,300

当期変動額

別途積立金の積立 1,000 500

当期変動額合計 1,000 500

当期末残高 16,300 16,800
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（単位：百万円）

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 2,238 2,432

当期変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 1 1

別途積立金の積立 △1,000 △500

剰余金の配当 △1,177 △1,402

当期純利益 2,369 2,242

当期変動額合計 194 341

当期末残高 2,432 2,773

自己株式

前期末残高 △956 △1,847

当期変動額

自己株式の取得 △891 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 △891 △0

当期末残高 △1,847 △1,848

株主資本合計

前期末残高 40,243 40,545

当期変動額

剰余金の配当 △1,177 △1,402

当期純利益 2,369 2,242

自己株式の取得 △891 △0

自己株式の処分 0 －

当期変動額合計 301 839

当期末残高 40,545 41,384

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △630 △277

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

353 △288

当期変動額合計 353 △288

当期末残高 △277 △566

純資産合計

前期末残高 39,612 40,267

当期変動額

剰余金の配当 △1,177 △1,402

当期純利益 2,369 2,242

自己株式の取得 △891 △0

自己株式の処分 0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 353 △288

当期変動額合計 654 550

当期末残高 40,267 40,817
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

なお、組込デリバティブを区分して

測定することができない複合金融商

品は、全体を時価評価し、評価差額を

当期の損益に計上しております。た

だし、全体の信用リスクが高くない

と判断した複合金融商品の評価差額

は、純資産の部に計上しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

 時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　15～50年

機械及び装置　　　８年 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左 

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

自社利用ソフトウェア　５年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左 

 (3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とするリース期間定額法

(3）リース資産

同左　

 (4）長期前払費用

定額法 

(4）長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

６．引当金の計上基準   

(1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率による計算額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

同左

(2）賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額のうち、当事業年度に負

担する額を計上しております。

同左

(3）変動役員報酬引当金 取締役への報酬のうち、業績反映報酬の支

出に充てるため、当事業年度に負担する額

を計上しております。

同左

(4）返品調整引当金 商品・製品の返品による損失に備えるた

め、過去の返品率等を勘案して見積もった

損失見込額を計上しております。

同左

(5）災害損失引当金 ────── 災害に伴う損失に備えるため、当事業年度

末における損失発生見込額を計上しており

ます。　

(6）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（７年）による定率法により、それぞ

れの発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）

による定額法により費用処理しておりま

す。

（会計方針の変更）

当事業年度より「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正（その３）」（企業会計基

準第19号　平成20年７月31日）を適用して

おります。

なお、これによる営業利益、経常利益および

税引前当期純利益に与える影響はありませ

ん。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（７年）による定率法により、それぞ

れの発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）

による定額法により費用処理しておりま

す。

（追加情報）

確定給付企業年金法の施行に伴い、平成23

年４月１日に適格退職年金制度を確定給付

企業年金制度および前払退職金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第１号　

平成14年１月31日）を適用しております。

これにより、営業利益および経常利益はそ

れぞれ11百万円増加し、税引前当期純利益

は36百万円減少しております。

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

  

　　消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

────── （資産除去債務に関する会計基準の適用）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ３百万円、税引

前当期純利益は21百万円減少しております。

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（損益計算書）

１．営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました

「受取保険金」は営業外収益の合計額の100分の10を

超えたため、区分掲記しました。

　なお、前事業年度は営業外収益の「その他」に６百万

円含まれております。

２．営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました

「投資事業組合運用損」は営業外費用の合計額の100

分の10を超えたため、区分掲記しました。

　なお、前事業年度は営業外費用の「その他」に10百万

円含まれております。　　

３．営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました

「関係会社人件費負担金」は営業外費用の合計額の

100分の10を超えたため、区分掲記しました。

　なお、前事業年度は営業外費用の「その他」に14百万

円含まれております。　　　

（損益計算書）

１．前事業年度において区分掲記しておりました営業外

収益の「受取保険金」は営業外収益の合計額の100分

の10以下となったため、一括掲記することにいたしま

した。

　　　なお、当事業年度は営業外収益の「その他」に１百万

円含まれております。

２．営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました

「寄付金」は営業外費用の合計額の100分の10を超え

たため、区分掲記しました。

　なお、前事業年度は営業外費用の「その他」に１百万

円含まれております。

３．前事業年度において区分掲記しておりました営業外費

用の「投資事業組合運用損」は営業外費用の合計額の

100分の10以下となったため、一括掲記することにいた

しました。

　なお、当事業年度は営業外費用の「その他」に７百万

円含まれております。

　

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※１．過年度において取得価額から直接控除している圧縮

記帳額は次のとおりであります。

※１．過年度において取得価額から直接控除している圧縮

記帳額は次のとおりであります。

建物 249百万円

構築物 20

機械及び装置 17

土地 785

合計 1,073

建物 249百万円

構築物 20

機械及び装置 17

土地 785

合計 1,073

────── ※２．関係会社に対する売掛金が539百万円含まれており

ます。

────── ３．偶発債務

（訴訟関連）

当社は、株式会社資生堂より、平成22年８月20日お

よび平成22年12月１日に、当社による一部製品の製

造販売等が株式会社資生堂の特許権の侵害に該当す

るとして、当社の対象製品の製造販売の差止等およ

び損害賠償（訴額100百万円）を請求する訴訟を東

京地裁に提起されております。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※１．他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。 ──────

貯蔵品       0百万円

合計 0
　

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売促進費 140百万円

広報ＩＲ費 17

その他 14

合計 172

販売促進費 107百万円

広報ＩＲ費 18

その他 26

合計 151

────── ※３．商品他勘定受入高の内訳は次のとおりであります。

　
原材料       0百万円

合計 0

※４．商品他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※４．商品他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売促進費       11百万円

その他 0

合計 11

販売促進費       4百万円

その他 0

合計 5

※５．一般管理費に含まれる研究開発費は、1,730百万円で

あり、当期製造費用に含まれる研究開発費はありま

せん。

※５．一般管理費に含まれる研究開発費は、1,708百万円で

あり、当期製造費用に含まれる研究開発費はありま

せん。

※６．関係会社との取引に係るものの内訳は次のとおりで

あります。

※６．関係会社との取引に係るものの内訳は次のとおりで

あります。

受取配当金        360百万円

その他営業外収益 48

受取配当金        452百万円

その他営業外収益 42

※７．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※７．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 1

合計 1

車両運搬具 0百万円

合計 0

※８．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※８．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 4

工具、器具及び備品 4

合計 9

建物 0百万円

機械及び装置 5

車輌運搬具 0

工具、器具及び備品 4

合計 10

※９．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※９．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物     39百万円

機械及び装置 9

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 3

建設仮勘定 193

ソフトウェア 0

商標権 0

合計 246

──────

建物     10百万円

構築物 0

機械及び装置 6

車両運搬具 0

工具、器具及び備品 2

ソフトウェア 0

合計 21

　

※10．過年度法人税等は、主に当社と在外連結子会社との

間の国外関連取引に関する移転価格課税によるもの

であります。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 347,860 405,694 144 753,410

合計 347,860 405,694 144 753,410

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加405,694株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

404,800株、単元未満株式の買取りによる増加894株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少144株は、単元未満株式の売渡しによるものであります。

 

当事業年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 753,410 257 － 753,667

合計 753,410 257 － 753,667

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加257株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1）リース資産の内容

　有形固定資産 

(1）リース資産の内容

　有形固定資産 

　　化粧品事業における営業車両、研究所設備（「車両運

搬具」、「工具、器具及び備品」）であります。

　　同左

(2）リース資産の減価償却の方法

　　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

(2）リース資産の減価償却の方法

　　同左

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内     144百万円

１年超   1,154

合計    1,299

１年以内     144百万円

１年超   1,010

合計    1,154
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（有価証券関係）

前事業年度（平成22年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式

種類
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 4,225 9,953 5,728

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式 2,704

関連会社株式 153

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及

び関連会社株式」には含めておりません。

　

当事業年度（平成23年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式

種類
貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社株式 4,225 8,572 4,347

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社株式 2,607

関連会社株式 153

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「子会社株式及

び関連会社株式」には含めておりません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金繰入額 277百万円

役員退職慰労金  261

退職給付引当金  198

投資有価証券評価損 108

未払事業税 102

土地評価損 100

返品調整引当金 91

その他有価証券評価差額金 307

その他   223

繰延税金資産小計  1,672

評価性引当額  △145

繰延税金資産合計  1,527

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金  △117

その他 △7

繰延税金負債合計  △125

繰延税金資産の純額 1,401

繰延税金資産  

賞与引当金繰入額 274百万円

役員退職慰労金  230

退職給付引当金  267

投資有価証券評価損 112

未払事業税 72

返品調整引当金 91

その他有価証券評価差額金 455

その他   298

繰延税金資産小計  1,802

評価性引当額  △242

繰延税金資産合計  1,560

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金  △47

その他 △15

繰延税金負債合計  △62

繰延税金資産の純額 1,498

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異について当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異について当該差異の原因となった主要な

項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため注記を省略しております。

 （単位：％）

法定実効税率 40.63

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
2.08

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目
 △4.41

税額控除項目  △2.07

評価性引当金 2.23

過年度法人税等 8.83

住民税均等割　 0.48

その他 0.93

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
48.70
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 1,722円21銭

１株当たり当期純利益 100円96銭

１株当たり純資産額 1,745円78銭

１株当たり当期純利益 95円92銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 40,267 40,817

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 40,267 40,817

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（千株）
23,381 23,380

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 2,369 2,242

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,369 2,242

期中平均株式数（千株） 23,471 23,381

 

（重要な後発事象）

　 該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

小林製薬㈱ 126,000 485

㈱ミルボン 166,760 383

ダイドードリンコ㈱ 115,400 373

㈱マツモトキヨシホールディングス 227,000 367

ロート製薬㈱ 401,000 357

長谷川香料㈱ 254,600 343

㈱メディパルホールディングス 450,000 331

大日本印刷㈱ 260,000 263

㈱Ｐａｌｔａｃ 150,000 203

㈱三井住友フィナンシャルグループ 65,000 168

㈱ホリプロ 154,600 120

その他（30銘柄） 751,804 646

計 3,122,164 4,043

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有

価証券

第174回　国庫短期証券 4,300 4,299

第168回　国庫短期証券 1,000 999

第181回　国庫短期証券 800 799

大和証券キャピタル・マーケッツ㈱　短期

社債
500 499

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱　

短期社債
500 497

第102回　国庫短期証券 400 399

第156回　国庫短期証券 300 299

その他公社債（１銘柄） 100 100

小計 7,900 7,896
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【その他】

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券
その他有

価証券

（投資信託受益証券）   

ＪＰモルガン円建てキャッシュ・リク

イディティ・ファンド
2,999,287,347 2,999

マネー・マネジメント・ファンド 2,021,900,459 2,021

小計 5,021,187,806 5,021

（投資事業有限責任組合）   

１銘柄 1 15

小計 1 15

計 5,021,187,807 5,037
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 14,445 228 64 14,609 8,899 495 5,710

構築物 645 6 4 647 540 11 106

機械及び装置 7,266 511 343 7,434 5,350 805 2,083

車両運搬具 185 8 37 156 127 18 29

工具、器具及び備品 2,723 254 126 2,851 2,443 252 407

土地 592 － 0 592 － － 592

リース資産 30 10 3 36 16 7 20

建設仮勘定 58 232 229 60 － － 60

有形固定資産計 25,947 1,252 809 26,390 17,378 1,590 9,012

無形固定資産        

商標権 12 － 11 0 0 0 0

実用新案権 2 － 2 － － － －

ソフトウェア 1,674 200 28 1,846 1,510 100 335

電話加入権 15 － － 15 － － 15

その他 41 2 44 － － － －

無形固定資産計 1,746 203 86 1,862 1,511 101 351

長期前払費用
82

(33)

13

(4)

36

(23)

59

(13)
20 7

39

(13)

　（注）１．当期増加額の主な内容は次のとおりであります。

 資産の種類 内容 金額（百万円）

 機械及び装置  福崎工場ガス充填機設備 111 

 機械及び装置  福崎工場乳化装置設備 99 

２．当期償却額は、次のとおり配賦計上しております。 

製造経費 1,120百万円

販売費及び一般管理費 565百万円

（研究開発費を含む）  

計 1,686百万円

３．長期前払費用の（　）内の金額は内数で、保険料等の期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるた

め、償却累計額、当期償却額の算定には含めておりません。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 64 1 － 0 65

賞与引当金 683 675 683 － 675

変動役員報酬引当金 85 85 85 － 85

返品調整引当金 225 224 － 225 224

災害損失引当金 － 85 － － 85

　（注）１．貸倒引当金の当期減少額のうち「その他」の欄の金額は、個別引当額の見直しによる戻入額であります。

２．返品調整引当金の当期減少額のうち「その他」の欄の金額は、過去の返品率等を勘案して見積もった損失見

込額による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

資産の部

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 7

預金の種類  

当座預金 3,128

普通預金 16

別段預金 1

普通貯金 3

計 3,148

合計 3,156

②　受取手形

イ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ＪＴＢ商事 12

合計 12

ロ．期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成23年４月満期 5

平成23年５月満期 3

平成23年６月満期 3

合計 12
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③　売掛金

イ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱Ｐａｌｔａｃ 1,560

中央物産㈱ 367

㈱東京堂 261

㈱エス・ブイ・デー 196

PT MANDOM INDONESIA Tbk 145

その他 1,044

合計 3,575

　　

 

ロ．売掛金滞留状況

期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間

(A) (B) (C) (D)
C

────
A ＋ B

D ÷
B
──
12
 

3,017 40,970 40,411 3,575 91.8 1.0ヵ月

　（注）　上記金額には、消費税等が含まれております。

  

④　商品及び製品

区分 金額（百万円）

商品  

頭髪用化粧品 526

皮膚用化粧品 1,189

その他化粧品 151

その他 28

小計 1,895

製品  

頭髪用化粧品 8

皮膚用化粧品 70

その他化粧品 40

その他 21

小計 142

合計 2,038
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⑤　仕掛品

区分 金額（百万円）

頭髪用化粧品 168

皮膚用化粧品 56

その他化粧品 5

その他 0

合計 230

⑥　原材料及び貯蔵品

区分 金額（百万円）

主要原材料  

香料 6

アルコール 3

プロペラントガス 6

キャンデリラワックス 13

アニセット 6

その他 170

小計 206

補助材料  

容器 93

キャップ 68

その他 467

小計 629

貯蔵品  

販促用物品 54

その他 1

小計 55

合計 891

 

EDINET提出書類

株式会社マンダム(E01027)

有価証券報告書

 92/100



⑦　関係会社株式

銘柄 金額（百万円）

㈱ピアセラボ 115

㈱エムビーエス 23

PT MANDOM INDONESIA Tbk 4,225

MANDOM CORPORATION (THAILAND) LTD. 748

MANDOM KOREA CORPORATION 628

MANDOM CORPORATION (SINGAPORE) PTE LTD 460

MANDOM (MALAYSIA) SDN. BHD. 336

MANDOM TAIWAN CORPORATION 174

SUNWA MARKETING CO.,LTD. 153

MANDOM PHILIPPINES CORPORATION 119

合計 6,986

負債の部

①　買掛金

相手先 金額（百万円）

大日本印刷㈱ 140

㈱吉野工業所 55

PT MANDOM INDONESIA Tbk 39

武内プレス工業㈱ 36

戎屋化学工業㈱ 32

その他 245

合計 550

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取・売渡手数料 －

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.mandom.co.jp

株主に対する特典 なし

　（注）　単元未満株式は、次に掲げる権利および定款に定める権利以外の権利を有しておりません。

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第93期）（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）平成22年６月25日関東財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成22年６月25日関東財務局長に提出　

(3）四半期報告書及び確認書

　（第94期第１四半期）（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）平成22年８月５日関東財務局長に提

出

　（第94期第２四半期）（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）平成22年11月９日関東財務局長に提

出

　（第94期第３四半期）（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）平成23年２月９日関東財務局長に提

出

(4）臨時報告書

　平成22年６月29日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づ

く臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

    

   平成22年６月17日

株式会社マンダム    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　朝喜　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒澤　謙太郎　印

     

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マンダムの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

マンダム及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社マンダムの平成22年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社マンダムが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

    

   平成23年６月15日

株式会社マンダム    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　朝喜　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒澤　謙太郎　印

     

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マンダムの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

マンダム及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社マンダムの平成23年３月

31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成

する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社マンダムが平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に

係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成22年６月17日

株式会社マンダム    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　朝喜　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒澤　謙太郎　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マンダムの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第93期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社マン

ダムの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成23年６月15日

株式会社マンダム    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田　朝喜　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒澤　謙太郎　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社マンダムの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第94期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社マン

ダムの平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

 

以　上

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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